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　世界的に猛威を振るう新型コロナウイルスの脅威が
続く中、三回目の年末を控えた11月30日から12月17
日までの18日間に、12月議会は開催をされました。そ
こで競艇企業局の名称が、ボートレース企業局という
名前に変わることが承認をされました。競艇企業局に
おかれては、これまでに市の一般会計への繰出総額も

780億円を超えるところとなり、市財政に対して多大な
る貢献をされてきたことは申すまでもなく、称賛に値
する周知の事実であります。その貢献度はグラフや数
字で、これまでにも本紙面において紹介されてきまし
たが、改めて市民の皆さま方により分かりやすく、例え
ば施設や建造物の写真を添えてご紹介させていただく
などできないものかと考えております。（まだ私一人の
思いですが…）

（田中　博文）
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今回の定例会は

2月号2022
●市政一般質問 P5

　本市議会では、市政に関する重要な政策および課題等について、議員の共通認識を深め、議会の資質向上を図
るため、定期的に議員全員参加による「市政研究会」を開催しています。
　10月25日には、ミライon図書館から「地域社会における図書館の役割と可能性について」説明を受け、理解を
深めました。
　さらに11月24日には、大村市シルバー人材センターから「公益社団法人大村市シルバー人材センターの現状並
びに今後の活動方針について」説明を受け、理解を深めました。

市政研究会を開催しました

この広報紙は

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

可読性の良い書体
を使用しています。

9
12月

他の議会からの行政視察受け入れ一覧
　大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会から行政視察の受け入れを行って
います。令和3年11月から令和４年1月までの受け入れ状況は、下記のとおりです。（令和４年1月31日現在）

表紙の写真は、西九州新幹線開業を身近に感じてもらい、市民の機運醸成を図るため、11月28日に森園公園において大村市商工会議所青年部・大村市新幹線
アクションプラン推進協議会が共催したイベント「MORIZONO COLOR」の様子です。

10月25日市政研究会の様子 11月24日市政研究会の様子

月　日 議会名 委員会・会派名 人数 内　　容
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的
な
設
計
を
し
て
い
き
た
い
。
取
り
壊

し
後
、
保
育
所
と
し
て
活
用
し
な
い
部

分
に
つ
い
て
は
、
売
却
し
た
い
と
い
う

こ
と
を
こ
れ
ま
で
も
申
し
上
げ
て
き
て

い
る
が
、
具
体
的
な
方
法
は
決
定
し
て

い
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

＊
土
木
施
設
災
害
復
旧
事
業

〔
概
要
〕

　
令
和
２
年
７
月
豪
雨
お
よ
び
令
和
３

年
８
月
の
大
雨
に
よ
り
被
災
し
た
河
川

な
ど
の
復
旧
工
事
を
行
う
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
市
の
工
事
だ
け
で
な
く
、
県
も
入

札
不
落
が
続
い
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

今
後
の
対
策
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う

に
考
え
て
い
る
の
か
。

　
　
あ
る
程
度
集
約
し
て
工
事
発
注
し

て
い
る
が
、
現
在
実
施
し
て
い
る
こ
と

以
外
に
何
か
で
き
る
こ
と
が
な
い
か
検

討
し
て
い
き
た
い
。

　
大
村
市
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
な
ど
、
７
件
の
条
例
改
正

案
を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
大
村
市
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

〔
概
要
〕

　
平
成
22
年
度
か
ら
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト

競
走
の
統
一
呼
称
が
「
競
艇
」
か
ら

「
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
」
と
な
っ
た
こ
と
を

受
け
、
本
市
に
お
い
て
も
、
令
和
４
年

度
か
ら
組
織
名
称
を
「
競
艇
企
業
局
」

か
ら
「
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
企
業
局
」
に
変

更
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
平
成
22
年
度
に
統
一
呼
称
の
変
更

が
な
さ
れ
て
か
ら
、
こ
の
タ
イ
ミ
ン

グ
で
本
市
が
変
更
を
行
う
理
由
に
つ

い
て
尋
ね
る
。

　
　
平
成
22
年
度
の
統
一
呼
称
の
変
更

後
、
地
方
公
営
企
業
法
の
全
部
適
用

が
な
さ
れ
た
場
に
つ
い
て
は
、
そ
の

タ
イ
ミ
ン
グ
で
名
称
も
変
更
さ
れ
て

い
る
。
本
市
に
お
い
て
は
、
既
に
平

成
18
年
度
に
地
方
公
営
企
業
法
の
全

部
適
用
を
行
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、

来
年
度
、
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
大
村
開
設

70
周
年
を
迎
え
る
に
当
た
り
、
名
称

を
変
更
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
工
事
施
行
に
関
す
る
基
本
協
定
の
変

更
に
つ
い
て
な
ど
、
４
件
の
議
決
議
案

を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
工
事
施
行
に
関
す
る
基
本
協
定
の
変

更
に
つ
い
て

〔
概
要
〕

　
新
た
に
設
置
さ
れ
る
「
大
村
車
両
基

地
駅
」
の
ホ
ー
ム
等
の
整
備
に
つ
い
て
、

Ｊ
Ｒ
九
州
と
締
結
し
た
「
工
事
施
行
に

関
す
る
基
本
協
定
」
の
協
定
金
額
お
よ

び
竣
工
期
限
を
変
更
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
変
更
後
の
竣
工
期
限
が
令
和
５
年

３
月
31
日
と
な
っ
て
い
る
が
、
令
和

４
年
秋
の
開
業
ま
で
に
は
工
事
は
完

了
す
る
の
か
。

　
　
開
業
ま
で
に
全
て
の
工
事
は
完
了

す
る
が
、
Ｊ
Ｒ
九
州
か
ら
は
、
開
業

後
定
期
的
な
運
行
状
況
確
認
な
ど
の

調
整
が
必
要
な
た
め
、
数
カ
月
先
ま

で
業
務
が
あ
る
と
聞
い
て
い
る
。

　
１
件
の
請
願
が
提
出
さ
れ
、
所
管
の

常
任
委
員
会
で
紹
介
議
員
か
ら
趣
旨
説

明
を
受
け
る
と
と
も
に
、
請
願
者
か
ら

意
見
を
聴
取
す
る
な
ど
内
容
を
検
討
し

ま
し
た
。
本
会
議
に
お
い
て
は
採
決
の

結
果
、
不
採
択
と
し
ま
し
た
。

●
加
齢
性
難
聴
者
の
補
聴
器
購
入
に
係

わ
る
負
担
軽
減
を
求
め
る
請
願

　
２
件
の
陳
情
書
が
提
出
さ
れ
、
所
管

の
常
任
委
員
会
で
検
討
し
協
議
を
行
い

ま
し
た
。

●
新
市
庁
舎
建
設
場
所
に
つ
い
て
の
陳
情

●
活
き
活
き
と
魅
力
あ
る
町
内
会
に
す

る
た
め
の
陳
情

12月
定例会

定例会12月

経
済
建
設
委
員
会

　
約
17
億
６
，
１
１
８
万
円
を
増
額
す

る
令
和
３
年
度
大
村
市
一
般
会
計
補
正

予
算
（
第
12
号
）
な
ど
６
件
の
補
正
予

算
を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
な
ん
で
ん
か
ん
で
ん
チ
ャ
レ
ン
ジ
40

助
成
金

〔
概
要
〕

　
活
気
と
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
寄
与

す
る
活
動
を
行
う
団
体
に
対
し
て
40
万
円

を
上
限
に
事
業
費
の
５
分
の
４
を
助
成
す

る
も
の
で
、
令
和
４
年
４
月
か
ら
の
事
業

実
施
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
債
務
負
担
行

為
を
設
定
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
尋

ね
る
。

　
　
令
和
４
年
１
月
上
旬
か
ら
事
業
の

周
知
を
行
い
、
１
月
28
日
に
事
業
説
明

会
の
開
催
を
予
定
し
て
い
る
。
申
請
受

付
に
つ
い
て
は
、
２
月
１
日
か
ら
３
月

１
日
ま
で
と
し
、
４
月
１
日
に
は
採
択

の
決
定
通
知
を
送
付
し
た
い
と
考
え
て

い
る
。

＊
三
城
保
育
所
園
舎
整
備
推
進
事
業

〔
概
要
〕

　
市
立
三
城
保
育
所
を
旧
高
齢
者
・
障

が
い
者
セ
ン
タ
ー
に
新
築
移
転
す
る
た

め
の
設
計
・
工
事
費
用
と
し
て
債
務
負

担
行
為
を
設
定
す
る
も
の
。

　
な
お
、
本
事
業
に
つ
い
て
は
、
９
月

定
例
会
本
会
議
に
お
い
て
、
関
連
予
算

を
削
除
す
る
修
正
議
決
が
な
さ
れ
て
い

ま
す
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
旧
高
齢
者
・
障
が
い
者
セ
ン
タ
ー

を
解
体
し
、
跡
地
の
一
部
を
利
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
前
回
に
比
べ
保
育
所
の

敷
地
面
積
が
増
加
す
る
が
、
解
体
跡
地

を
ど
の
程
度
保
育
所
の
敷
地
と
し
て
活

用
す
る
の
か
、
ま
た
、
敷
地
に
活
用
し

な
い
跡
地
部
分
は
ど
う
取
り
扱
う
の
か

尋
ね
る
。

　
　
今
回
の
予
算
で
は
、
敷
地
面
積
を

最
大
１
，
５
０
０
㎡
と
想
定
し
て
お
り
、

保
護
者
か
ら
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
で
い

た
だ
い
た
意
見
を
踏
ま
え
な
が
ら
具
体

補
正
予
算

条
　例

議
　決

陳
　情

請
　願

A

A Ｑ

Ｑ

A Ｑ

総
務
委
員
会

A

A

Ｑ

Ｑ

団
体
が
自
主
的
に
行
う
ま
ち
づ
く

り
に
対
し
て
令
和
４
年
度
も
引
き

続
き
支
援
し
ま
す

令
和
４
年
度
か
ら
「
ボ
ー
ト
レ
ー

ス
企
業
局
」
に
組
織
名
称
が
変
わ

り
ま
す

Ｊ
Ｒ
九
州
と
締
結
し
た
新
幹
線
関
連

工
事
の
基
本
協
定
を
変
更
し
ま
す

厚
生
文
教
委
員
会

総
務
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会

　
令
和
３
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
の
ほ
か
、
特
別
・
企
業
会
計
の
補
正
予

算
、
条
例
改
正
、
公
平
委
員
会
委
員
の
選
任
な
ど
、
19
議
案
を
可
決
・
同
意
し

ま
し
た
。

組織名称の変更が予定されているボートレース大村

じ
ょ
う
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的
な
設
計
を
し
て
い
き
た
い
。
取
り
壊

し
後
、
保
育
所
と
し
て
活
用
し
な
い
部

分
に
つ
い
て
は
、
売
却
し
た
い
と
い
う

こ
と
を
こ
れ
ま
で
も
申
し
上
げ
て
き
て

い
る
が
、
具
体
的
な
方
法
は
決
定
し
て

い
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

＊
土
木
施
設
災
害
復
旧
事
業

〔
概
要
〕

　
令
和
２
年
７
月
豪
雨
お
よ
び
令
和
３

年
８
月
の
大
雨
に
よ
り
被
災
し
た
河
川

な
ど
の
復
旧
工
事
を
行
う
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
市
の
工
事
だ
け
で
な
く
、
県
も
入

札
不
落
が
続
い
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

今
後
の
対
策
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う

に
考
え
て
い
る
の
か
。

　
　
あ
る
程
度
集
約
し
て
工
事
発
注
し

て
い
る
が
、
現
在
実
施
し
て
い
る
こ
と

以
外
に
何
か
で
き
る
こ
と
が
な
い
か
検

討
し
て
い
き
た
い
。

　
大
村
市
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
な
ど
、
７
件
の
条
例
改
正

案
を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
大
村
市
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

〔
概
要
〕

　
平
成
22
年
度
か
ら
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト

競
走
の
統
一
呼
称
が
「
競
艇
」
か
ら

「
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
」
と
な
っ
た
こ
と
を

受
け
、
本
市
に
お
い
て
も
、
令
和
４
年

度
か
ら
組
織
名
称
を
「
競
艇
企
業
局
」

か
ら
「
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
企
業
局
」
に
変

更
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
平
成
22
年
度
に
統
一
呼
称
の
変
更

が
な
さ
れ
て
か
ら
、
こ
の
タ
イ
ミ
ン

グ
で
本
市
が
変
更
を
行
う
理
由
に
つ

い
て
尋
ね
る
。

　
　
平
成
22
年
度
の
統
一
呼
称
の
変
更

後
、
地
方
公
営
企
業
法
の
全
部
適
用

が
な
さ
れ
た
場
に
つ
い
て
は
、
そ
の

タ
イ
ミ
ン
グ
で
名
称
も
変
更
さ
れ
て

い
る
。
本
市
に
お
い
て
は
、
既
に
平

成
18
年
度
に
地
方
公
営
企
業
法
の
全

部
適
用
を
行
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、

来
年
度
、
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
大
村
開
設

70
周
年
を
迎
え
る
に
当
た
り
、
名
称

を
変
更
す
る
こ
と
と
し
た
。

　
工
事
施
行
に
関
す
る
基
本
協
定
の
変

更
に
つ
い
て
な
ど
、
４
件
の
議
決
議
案

を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
工
事
施
行
に
関
す
る
基
本
協
定
の
変

更
に
つ
い
て

〔
概
要
〕

　
新
た
に
設
置
さ
れ
る
「
大
村
車
両
基

地
駅
」
の
ホ
ー
ム
等
の
整
備
に
つ
い
て
、

Ｊ
Ｒ
九
州
と
締
結
し
た
「
工
事
施
行
に

関
す
る
基
本
協
定
」
の
協
定
金
額
お
よ

び
竣
工
期
限
を
変
更
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
変
更
後
の
竣
工
期
限
が
令
和
５
年

３
月
31
日
と
な
っ
て
い
る
が
、
令
和

４
年
秋
の
開
業
ま
で
に
は
工
事
は
完

了
す
る
の
か
。

　
　
開
業
ま
で
に
全
て
の
工
事
は
完
了

す
る
が
、
Ｊ
Ｒ
九
州
か
ら
は
、
開
業

後
定
期
的
な
運
行
状
況
確
認
な
ど
の

調
整
が
必
要
な
た
め
、
数
カ
月
先
ま

で
業
務
が
あ
る
と
聞
い
て
い
る
。

　
１
件
の
請
願
が
提
出
さ
れ
、
所
管
の

常
任
委
員
会
で
紹
介
議
員
か
ら
趣
旨
説

明
を
受
け
る
と
と
も
に
、
請
願
者
か
ら

意
見
を
聴
取
す
る
な
ど
内
容
を
検
討
し

ま
し
た
。
本
会
議
に
お
い
て
は
採
決
の

結
果
、
不
採
択
と
し
ま
し
た
。

●
加
齢
性
難
聴
者
の
補
聴
器
購
入
に
係

わ
る
負
担
軽
減
を
求
め
る
請
願

　
２
件
の
陳
情
書
が
提
出
さ
れ
、
所
管

の
常
任
委
員
会
で
検
討
し
協
議
を
行
い

ま
し
た
。

●
新
市
庁
舎
建
設
場
所
に
つ
い
て
の
陳
情

●
活
き
活
き
と
魅
力
あ
る
町
内
会
に
す

る
た
め
の
陳
情

12月
定例会

定例会12月

経
済
建
設
委
員
会

　
約
17
億
６
，
１
１
８
万
円
を
増
額
す

る
令
和
３
年
度
大
村
市
一
般
会
計
補
正

予
算
（
第
12
号
）
な
ど
６
件
の
補
正
予

算
を
可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
な
ん
で
ん
か
ん
で
ん
チ
ャ
レ
ン
ジ
40

助
成
金

〔
概
要
〕

　
活
気
と
魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
寄
与

す
る
活
動
を
行
う
団
体
に
対
し
て
40
万
円

を
上
限
に
事
業
費
の
５
分
の
４
を
助
成
す

る
も
の
で
、
令
和
４
年
４
月
か
ら
の
事
業

実
施
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
債
務
負
担
行

為
を
設
定
す
る
も
の
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
尋

ね
る
。

　
　
令
和
４
年
１
月
上
旬
か
ら
事
業
の

周
知
を
行
い
、
１
月
28
日
に
事
業
説
明

会
の
開
催
を
予
定
し
て
い
る
。
申
請
受

付
に
つ
い
て
は
、
２
月
１
日
か
ら
３
月

１
日
ま
で
と
し
、
４
月
１
日
に
は
採
択

の
決
定
通
知
を
送
付
し
た
い
と
考
え
て

い
る
。

＊
三
城
保
育
所
園
舎
整
備
推
進
事
業

〔
概
要
〕

　
市
立
三
城
保
育
所
を
旧
高
齢
者
・
障

が
い
者
セ
ン
タ
ー
に
新
築
移
転
す
る
た

め
の
設
計
・
工
事
費
用
と
し
て
債
務
負

担
行
為
を
設
定
す
る
も
の
。

　
な
お
、
本
事
業
に
つ
い
て
は
、
９
月

定
例
会
本
会
議
に
お
い
て
、
関
連
予
算

を
削
除
す
る
修
正
議
決
が
な
さ
れ
て
い

ま
す
。

〔
審
査
内
容
〕

　
　
旧
高
齢
者
・
障
が
い
者
セ
ン
タ
ー

を
解
体
し
、
跡
地
の
一
部
を
利
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
前
回
に
比
べ
保
育
所
の

敷
地
面
積
が
増
加
す
る
が
、
解
体
跡
地

を
ど
の
程
度
保
育
所
の
敷
地
と
し
て
活

用
す
る
の
か
、
ま
た
、
敷
地
に
活
用
し

な
い
跡
地
部
分
は
ど
う
取
り
扱
う
の
か

尋
ね
る
。

　
　
今
回
の
予
算
で
は
、
敷
地
面
積
を

最
大
１
，
５
０
０
㎡
と
想
定
し
て
お
り
、

保
護
者
か
ら
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
で
い

た
だ
い
た
意
見
を
踏
ま
え
な
が
ら
具
体

補
正
予
算

条
　例

議
　決

陳
　情

請
　願

A

A Ｑ

Ｑ

A Ｑ

総
務
委
員
会

A

A

Ｑ

Ｑ

団
体
が
自
主
的
に
行
う
ま
ち
づ
く

り
に
対
し
て
令
和
４
年
度
も
引
き

続
き
支
援
し
ま
す

令
和
４
年
度
か
ら
「
ボ
ー
ト
レ
ー

ス
企
業
局
」
に
組
織
名
称
が
変
わ

り
ま
す

Ｊ
Ｒ
九
州
と
締
結
し
た
新
幹
線
関
連

工
事
の
基
本
協
定
を
変
更
し
ま
す

厚
生
文
教
委
員
会

総
務
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会

　
令
和
３
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
の
ほ
か
、
特
別
・
企
業
会
計
の
補
正
予

算
、
条
例
改
正
、
公
平
委
員
会
委
員
の
選
任
な
ど
、
19
議
案
を
可
決
・
同
意
し

ま
し
た
。

組織名称の変更が予定されているボートレース大村

じ
ょ
う



議案番号 件　　　名 議決結果
第 102号議案 令和３年度大村市一般会計補正予算（第12号） 原案可決

請願第１号 加齢性難聴者の補聴器購入に係わる負担軽減を求める請願の件 不採択

議会第５号議案 中華人民共和国による人権侵害問題に対する調査及び抗議を求める意見書 原案可決

会派名 みらいの風 進風おおむら 大政クラブ 明青会 知音会 公明党 真政会

第102号議案
（修正案） × × × × × × × × × × × × × × ○ ○ × ○ × × ○ × ○ × 5 19

請願第１号 × × × × × × × × × × × × × × ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × 6 18

議会第５号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 23 1

無
会
派

反

対

賛

成

永
山

真
美

水
上
　
　享

吉
田
　
　博

竹
森
　
　学

田
中

博
文

古
閑
森
秀
幸

永
尾

髙
宣

山
口

弘
宣

山
北

正
久

小
林

史
政

田
中

秀
和

岩
永
愼
太
郎

中
崎

秀
紀

城

幸
太
郎

高
濵

広
司

堀
内
　
　学

伊
川

京
子

村
上

秀
明

三
浦

正
司

野
島

進
吾

松
尾

祥
秀

晦
日

房
和

光
山

千
絵

村
崎

浩
史
（
議
長
）

朝
長

英
美（
副
議
長
）

議員名

議案番号

▼９月議会以降、保護者の理解が得られるよう
にワークショップを開催するなど市の姿勢は評
価している。しかし、本修正案にあるように、
いま一度立ち止まって幼児教育、市立園の在り
方について十分協議を行い、今後の方針を決定
すべきではないか。プレハブ園舎の耐用年数は
10年程度で、建ててしまえば新園舎建設には改
めて多額の費用がかかるため、閉園ありきでの
議論にしかならないのではないか。子ども・子
育て支援プランの方針転換について、市は、市
民や議会に対してパブリックコメントの実施等
で一定の理解を得ているとの認識のようだが、
保護者からも再考してほしいという意見が出て
おり、真摯に受け止めるべきである。このまま
予算を通してしまうと、プレハブ園舎で計画が
進んでしまい、三城保育所の閉園を事実上承認
することになり、原案に賛成はできない。

修正案に賛成（事業に反対）

▼当初の計画に加え、９月議会で修正の理由に
挙げた指摘に沿って内容が変更され、市の対応
がなされたものと認めている。ただ、当初の計
画を方向転換したことにより、園舎整備、建物
の解体や道路整備等を含めると、かなりの予算
が必要になる。今後数年間には廃止する施設に
係る予算としては、非常に納得しがたい面もあ
る。三城保育所については、耐震診断の結果を
待ち、性急に計画を進めるのではなく、もっと
早く場所、予算を含めて検討すべきであったと
思っている。そうすれば保護者への十分な説明
や、保護者の方々と一緒に考えてもらう機会も
あった。また、議会でももっと議論を重ねるこ
とができたと思っている。今回の進め方につい
ては、市には大いに反省をしてもらいたい。し
かし、安全面で不安のある施設をこれ以上先延
ばしにはできない、子どもたちや働いている方
たちの安全確保が第一と考え、原案に賛成する。

修正案に反対（事業に賛成）

●賛否が分かれた議案と審議結果 ※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

●議員別賛否一覧表 （〇は賛成　×は反対　村崎浩史議長は採決に加わらない）

●主な討論
第102号議案　令和３年度大村市一般会計補正予算（第12号）【修正案】

防犯・防災

防犯・防災

三浦　正司 議員

　令和２年７月豪雨では浸水被害が出た避難所もあっ
たが、毎年のように起きる大雨や台風から避難に対す
る市民の意識は高まっている。今後、避難所の浸水対
策をどのように考えているのか。

竹森　学 議員

防災マップを活用し、
人的被害を皆無に！

避難所の浸水対策は
万全ですか？

　保存版防災マップは、市民にどのように評価されて
いると考えるか。防災マップで示した13項目について、
追加・削除すべき項目など、内容は十分か。この質問
を受け、防災関連の計画、組織、訓練実施、インフラ
整備等の検討・策定、災害時人的被害の皆無・局限の
ための方策はどうあるべきか。

答

答

答

　防災マップについては、市民から、地域ごと
の危険箇所が分かりやすい、見やすくなったと
の意見がある一方、山間部の縮尺を見直しても

らいたいとの要望もいただいている。13項目について
は、項目の見直しが必要な状況が生じたら、更新時に対
応していきたい。防災ラジオやＬＩＮＥ、防災メールなど
のさまざまな情報伝達手段を活用して、早めの避難を
促すとともに、市民の人命・財産を守る
ことができるよう国・県と連携して大規
模災害に備えた地域づくりを行っていき
たい。

　以前、ご提案いただいていた止水板の設
置について、福重出張所の玄関の周辺等に

設置することで出張所内への浸水被害を最小限に抑
えることができるのではないかと考え、現在、来年度
の出水期前に備えるため、準備を進めている。その
他の浸水想定区域内の施設については、福重出張所
への止水板設置の効果の検証を踏まえ、さまざまな
方法を検討していきたい。

　本市において使用済み紙おむつのリサイ
クルを導入する場合は、リサイクルにより生

成される固形燃料の用途や供給先の安定的な確保
が課題となる。また、紙おむつの分別収集に係る委
託費用やリサイクルの処理設備、生成物のストック
ヤード設置に係る経費が新たに必要となり、処理コ
ストが増大することなどから導入は難しい。使用済
み紙おむつのリサイクルについては、
民間事業者が事業主体となって取り組
めないか、調査研究を行いたい。

生活・環境

　本市は、使用済み紙おむつの処分は燃やせるごみとして
収集し、焼却しているが、全国の先進地では資源ごみとし
て回収され、「リサイクル化」されている。国内の紙おむつ
使用者は2020年で子ども342万人、大人377万人、排出
量は225万トンと毎年増加している。「環境負荷」の軽減化
のため、リサイクルシステムを研究し、実践すべきだ。

山北　正久 議員

使用済み紙おむつの
リサイクル推進について

市政
一般 質問

■ 教育・文化・スポーツ
■ 都市整備
■ 行財政・一般

■ 防犯・防災
■ 生活・環境
■ 福祉・医療・保健
■ 産業・経済・労働

P10～12
P12～13
P13～16

P５
P５～６
P７～９
P９～10

● 索　引 ●

12月定例会では、23名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。
（QRコードから各議員の一般質問の動画がご覧いただけます。）

市議会だよりおおむら市議会だよりおおむら5 4



▼９月議会以降、保護者の理解が得られるよう
にワークショップを開催するなど市の姿勢は評
価している。しかし、本修正案にあるように、
いま一度立ち止まって幼児教育、市立園の在り
方について十分協議を行い、今後の方針を決定
すべきではないか。プレハブ園舎の耐用年数は
10年程度で、建ててしまえば新園舎建設には改
めて多額の費用がかかるため、閉園ありきでの
議論にしかならないのではないか。子ども・子
育て支援プランの方針転換について、市は、市
民や議会に対してパブリックコメントの実施等
で一定の理解を得ているとの認識のようだが、
保護者からも再考してほしいという意見が出て
おり、真摯に受け止めるべきである。このまま
予算を通してしまうと、プレハブ園舎で計画が
進んでしまい、三城保育所の閉園を事実上承認
することになり、原案に賛成はできない。

修正案に賛成（事業に反対）

▼当初の計画に加え、９月議会で修正の理由に
挙げた指摘に沿って内容が変更され、市の対応
がなされたものと認めている。ただ、当初の計
画を方向転換したことにより、園舎整備、建物
の解体や道路整備等を含めると、かなりの予算
が必要になる。今後数年間には廃止する施設に
係る予算としては、非常に納得しがたい面もあ
る。三城保育所については、耐震診断の結果を
待ち、性急に計画を進めるのではなく、もっと
早く場所、予算を含めて検討すべきであったと
思っている。そうすれば保護者への十分な説明
や、保護者の方々と一緒に考えてもらう機会も
あった。また、議会でももっと議論を重ねるこ
とができたと思っている。今回の進め方につい
ては、市には大いに反省をしてもらいたい。し
かし、安全面で不安のある施設をこれ以上先延
ばしにはできない、子どもたちや働いている方
たちの安全確保が第一と考え、原案に賛成する。

修正案に反対（事業に賛成）

●賛否が分かれた議案と審議結果 ※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

●議員別賛否一覧表 （〇は賛成　×は反対　村崎浩史議長は採決に加わらない）

●主な討論
第102号議案　令和３年度大村市一般会計補正予算（第12号）【修正案】

防犯・防災

防犯・防災

三浦　正司 議員

　令和２年７月豪雨では浸水被害が出た避難所もあっ
たが、毎年のように起きる大雨や台風から避難に対す
る市民の意識は高まっている。今後、避難所の浸水対
策をどのように考えているのか。

竹森　学 議員

防災マップを活用し、
人的被害を皆無に！

避難所の浸水対策は
万全ですか？

　保存版防災マップは、市民にどのように評価されて
いると考えるか。防災マップで示した13項目について、
追加・削除すべき項目など、内容は十分か。この質問
を受け、防災関連の計画、組織、訓練実施、インフラ
整備等の検討・策定、災害時人的被害の皆無・局限の
ための方策はどうあるべきか。

答

答

答

　防災マップについては、市民から、地域ごと
の危険箇所が分かりやすい、見やすくなったと
の意見がある一方、山間部の縮尺を見直しても

らいたいとの要望もいただいている。13項目について
は、項目の見直しが必要な状況が生じたら、更新時に対
応していきたい。防災ラジオやＬＩＮＥ、防災メールなど
のさまざまな情報伝達手段を活用して、早めの避難を
促すとともに、市民の人命・財産を守る
ことができるよう国・県と連携して大規
模災害に備えた地域づくりを行っていき
たい。

　以前、ご提案いただいていた止水板の設
置について、福重出張所の玄関の周辺等に

設置することで出張所内への浸水被害を最小限に抑
えることができるのではないかと考え、現在、来年度
の出水期前に備えるため、準備を進めている。その
他の浸水想定区域内の施設については、福重出張所
への止水板設置の効果の検証を踏まえ、さまざまな
方法を検討していきたい。

　本市において使用済み紙おむつのリサイ
クルを導入する場合は、リサイクルにより生

成される固形燃料の用途や供給先の安定的な確保
が課題となる。また、紙おむつの分別収集に係る委
託費用やリサイクルの処理設備、生成物のストック
ヤード設置に係る経費が新たに必要となり、処理コ
ストが増大することなどから導入は難しい。使用済
み紙おむつのリサイクルについては、
民間事業者が事業主体となって取り組
めないか、調査研究を行いたい。

生活・環境

　本市は、使用済み紙おむつの処分は燃やせるごみとして
収集し、焼却しているが、全国の先進地では資源ごみとし
て回収され、「リサイクル化」されている。国内の紙おむつ
使用者は2020年で子ども342万人、大人377万人、排出
量は225万トンと毎年増加している。「環境負荷」の軽減化
のため、リサイクルシステムを研究し、実践すべきだ。

山北　正久 議員

使用済み紙おむつの
リサイクル推進について

市政
一般 質問

■ 教育・文化・スポーツ
■ 都市整備
■ 行財政・一般

■ 防犯・防災
■ 生活・環境
■ 福祉・医療・保健
■ 産業・経済・労働

P10～12
P12～13
P13～16

P５
P５～６
P７～９
P９～10

● 索　引 ●

12月定例会では、23名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。
（QRコードから各議員の一般質問の動画がご覧いただけます。）
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市政一般質問

水上　享 議員

堀内　学 議員田中　秀和 議員

市の発展は将来にわたる
安定的な水源の確保

ガラスの砂浜について食品ロス削減推進について

　長崎市は平成13年に萱瀬ダムかさ上げ工事費を一部
負担することで日量１万2,000トンの水利権を取得した。
令和２年10月の県人口は５年前と比較し、約６万5,000
人減少し、そのうち長崎市が２万390人と国勢調査で明
らかになった。近年の気候変動で少雨傾向が強まり、水
源の枯渇が危惧される。安定的な水供給を図るため、水
利権についての協議を進展すべきだ。

晦日　房和 議員

　本市の待機児童数について尋ねる。待機児童対策に
ついては、保育施設の整備等によりハード面は充実した
が、保育士確保などのソフト面の対策はどのようになっ
ているか。保育士確保のため、他市のように、一定の要
件を満たす場合には奨学金返済を免除するなどの新卒
の保育士に対する支援制度の創設を提案する。

朝長　英美 議員

孤独・困窮女性を支援する
サポート事業

保育行政について

　高齢者インフルエンザ予防接種料金の自己負担額の
軽減化は急務であるとして、昨年12月議会に同趣旨の
質問を行った。県内自治体では４市町が最も低い自己負
担額1,000円であるのに対し、本市は2,270円と最も高
くなっている。市内に暮らす高齢者からの負担軽減化の
要望を前向きに検討し、現在の補助率２分の１の引き上
げを強く要望する。

　コロナ禍で孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会と
の絆やつながりを回復することができるようにきめ細か
い支援を行う「つながりサポート事業」が８月末に始
まった。具体的にどのような利用・相談者が来訪されて
いるのか。また、利用者の反応・声について尋ねる。

山北　正久 議員

県内で一番高い高齢者
インフルエンザ料金！

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

答答

答

答

答

　現在、人口減少が進む一方で、水需要の高
まりが水道事業における全国的な課題となっ

ている。水道事業は、維持管理費などの固定経費の割
合が高く、水道使用の有無に関わらず費用が発生する。
人口減による収入不足分の水道料金への上乗せを防ご
うと、現在、国は、水道の広域化を進めており、市町村
間の調整役を都道府県が担うこととなっ
ている。今後は、水不足の際に円滑なや
り取りができる仕組みの構築を県に対し
て要望していきたい。

　10月は食品ロス削減月間として、国・県では積極的な
啓発活動が行われた。大村市としての対応はどうだった
のか。今後の具体的な取り組みとしてスーパーマーケッ
トなどで陳列商品の手前から購入する「てまえどり」の
推進啓発を検討できないか。また、食品ロス削減国民運
動のロゴマークである「ろすのん」を活用してはどうか。

答 　食品ロス月間における本市の取り組みに
ついては、市内スーパーマーケットでの啓発

用ティッシュ配布による呼びかけや市広報紙、ホーム
ページ、ＦＭラジオによる食品ロス削減の取り組みの
周知を行った。次回、３月に実施する市内スーパーマー
ケットでの食品ロス削減やマイバック持参の普及・啓
発活動の際には、啓発用ティッシュへ
「てまえどり」の掲載やロゴマーク「ろす
のん」を活用するなど、食品ロス削減へ
つながる取り組みを推進していきたい。

　リサイクルガラスの再活用とアサリによる大村湾の
海水浄化、新たな観光スポット創出として注目されて
いる「ガラスの砂浜」であるが、清掃活動を行ってい
るボランティア諸団体の皆さまのためにも、掃除用具
入れの設置や、「砂の持ち帰り禁止」「花火禁止」な
どの立て札の設置ができないか尋ねる。

答 　ガラスの砂浜の清掃活動を行っていただい
ているボランティア団体の皆さまには継続し

て実施していただいており、大変感謝している。ガラス
の砂浜周辺への清掃用具入れの設置については、管理
面の課題もあり難しいが、ボランティア団体の方々の負
担軽減となる方策について協議させていただきたい。ま
た、看板の設置について、ガラスの砂浜を管理する県央
振興局に対してお願いしており、今年度
中、もしくは来年度の初めには、簡易的
ではあるが、看板を設置するよう進めて
いると聞いている。

　高齢者のインフルエンザ予防接種費用に
ついては、これまでも、市医師会と意見交

換を重ねているが、現行の額を引き下げることは非
常に難しいという参考意見をいただいている。議員
からの要望も踏まえ、引き続き、市医師会と意見交
換を重ねていきたい。

　利用者については、子育て世代から高齢の
方まで年代は非常に幅広く、コロナの影響で

失業された方や経済的に困窮されている方、周りに相
談する人がいないため孤独や不安を抱えた方など、境
遇もさまざまである。利用者からは、「孤独を感じ、誰
かと話したかった」「公的なところには行きたくないが、
ここは行きやすい」「家を訪問していただき、生理用品
の提供と困りごとを聞いてもらってとても助かっている」
「ここに来て話をしたことで精神的に元
気になり、働く意欲が出てきた」などの
声をいただいている。

　本市の待機児童数は10月末時点で33人と
なっており、これは、全て保育士不足によるも

のである。保育士確保策については、市内保育施設の
若手職員向けのアンケート調査や各保育施設との意見
交換を行いながら効果的な施策の検討を進めている。
現在、本市においては、保育士等就職祝金の支給など、
保育士確保のための施策を講じており、奨学金の返済
免除については、さまざまな制度設計
の検討が必要であるため、今後の参考と
させていただきたい。

　改正障害者差別解消法の成立により、民
間事業者においては店舗バリアフリー化の

改修など、合理的配慮の提供のため、さまざまな環
境整備が必要になると思われる。改修事業について
は、今後、国による補助制度等の動向を注視しなが
ら判断したい。

生活・環境 生活・環境

生活・環境生活・環境

　合理的配慮の提供を民間事業主に義務づける改正
「障害者差別解消法」が2021年５月に成立した。今後
３年以内に施行されることとなっているが、折り畳み式
スロープ、筆談ボードの購入費、点字メニューの作成な
ど、民間事業者や地域の団体が障がい者への必要な環
境整備を支援する店舗バリアフリー改修事業の復活は
できないか。

堀内　学 議員

店舗バリアフリー改修事業
の復活について

永山　真美 議員

気候非常事態宣言を
出してほしい

　気候危機打開に向けて全国の自治体で「気候非常事
態宣言」が出されている。本市でも宣言を出し、大村市
は世界的な問題の解決に取り組むという姿勢を見せて
ほしい。例えば、地元企業や市民への支援策、市民・行
政・企業の連帯や協議会の設置などの具体策を取り入
れた宣言の発出について、検討してはどうか。

答 　市独自の支援策については、費用面などの
課題があるが、温暖化対策を講じる上で参考

としたい。また、民間企業との協力については、各種
関係団体と連携して色々な取り組みを進めていくこと
が気候非常事態宣言の目的とするところにつながると
考えるため、積極的に取り組んでいきたい。宣言の表
明については、現在のところ予定していないが、他の
自治体の動向を注視し、効果的な温暖
化対策の取り組みを検討する中で、宣
言の有効性や必要性の検討を行ってい
きたい。
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市政一般質問

水上　享 議員

堀内　学 議員田中　秀和 議員

市の発展は将来にわたる
安定的な水源の確保

ガラスの砂浜について食品ロス削減推進について

　長崎市は平成13年に萱瀬ダムかさ上げ工事費を一部
負担することで日量１万2,000トンの水利権を取得した。
令和２年10月の県人口は５年前と比較し、約６万5,000
人減少し、そのうち長崎市が２万390人と国勢調査で明
らかになった。近年の気候変動で少雨傾向が強まり、水
源の枯渇が危惧される。安定的な水供給を図るため、水
利権についての協議を進展すべきだ。

晦日　房和 議員

　本市の待機児童数について尋ねる。待機児童対策に
ついては、保育施設の整備等によりハード面は充実した
が、保育士確保などのソフト面の対策はどのようになっ
ているか。保育士確保のため、他市のように、一定の要
件を満たす場合には奨学金返済を免除するなどの新卒
の保育士に対する支援制度の創設を提案する。

朝長　英美 議員

孤独・困窮女性を支援する
サポート事業

保育行政について

　高齢者インフルエンザ予防接種料金の自己負担額の
軽減化は急務であるとして、昨年12月議会に同趣旨の
質問を行った。県内自治体では４市町が最も低い自己負
担額1,000円であるのに対し、本市は2,270円と最も高
くなっている。市内に暮らす高齢者からの負担軽減化の
要望を前向きに検討し、現在の補助率２分の１の引き上
げを強く要望する。

　コロナ禍で孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会と
の絆やつながりを回復することができるようにきめ細か
い支援を行う「つながりサポート事業」が８月末に始
まった。具体的にどのような利用・相談者が来訪されて
いるのか。また、利用者の反応・声について尋ねる。

山北　正久 議員

県内で一番高い高齢者
インフルエンザ料金！

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

答答

答

答

答

　現在、人口減少が進む一方で、水需要の高
まりが水道事業における全国的な課題となっ

ている。水道事業は、維持管理費などの固定経費の割
合が高く、水道使用の有無に関わらず費用が発生する。
人口減による収入不足分の水道料金への上乗せを防ご
うと、現在、国は、水道の広域化を進めており、市町村
間の調整役を都道府県が担うこととなっ
ている。今後は、水不足の際に円滑なや
り取りができる仕組みの構築を県に対し
て要望していきたい。

　10月は食品ロス削減月間として、国・県では積極的な
啓発活動が行われた。大村市としての対応はどうだった
のか。今後の具体的な取り組みとしてスーパーマーケッ
トなどで陳列商品の手前から購入する「てまえどり」の
推進啓発を検討できないか。また、食品ロス削減国民運
動のロゴマークである「ろすのん」を活用してはどうか。

答 　食品ロス月間における本市の取り組みに
ついては、市内スーパーマーケットでの啓発

用ティッシュ配布による呼びかけや市広報紙、ホーム
ページ、ＦＭラジオによる食品ロス削減の取り組みの
周知を行った。次回、３月に実施する市内スーパーマー
ケットでの食品ロス削減やマイバック持参の普及・啓
発活動の際には、啓発用ティッシュへ
「てまえどり」の掲載やロゴマーク「ろす
のん」を活用するなど、食品ロス削減へ
つながる取り組みを推進していきたい。

　リサイクルガラスの再活用とアサリによる大村湾の
海水浄化、新たな観光スポット創出として注目されて
いる「ガラスの砂浜」であるが、清掃活動を行ってい
るボランティア諸団体の皆さまのためにも、掃除用具
入れの設置や、「砂の持ち帰り禁止」「花火禁止」な
どの立て札の設置ができないか尋ねる。

答 　ガラスの砂浜の清掃活動を行っていただい
ているボランティア団体の皆さまには継続し

て実施していただいており、大変感謝している。ガラス
の砂浜周辺への清掃用具入れの設置については、管理
面の課題もあり難しいが、ボランティア団体の方々の負
担軽減となる方策について協議させていただきたい。ま
た、看板の設置について、ガラスの砂浜を管理する県央
振興局に対してお願いしており、今年度
中、もしくは来年度の初めには、簡易的
ではあるが、看板を設置するよう進めて
いると聞いている。

　高齢者のインフルエンザ予防接種費用に
ついては、これまでも、市医師会と意見交

換を重ねているが、現行の額を引き下げることは非
常に難しいという参考意見をいただいている。議員
からの要望も踏まえ、引き続き、市医師会と意見交
換を重ねていきたい。

　利用者については、子育て世代から高齢の
方まで年代は非常に幅広く、コロナの影響で

失業された方や経済的に困窮されている方、周りに相
談する人がいないため孤独や不安を抱えた方など、境
遇もさまざまである。利用者からは、「孤独を感じ、誰
かと話したかった」「公的なところには行きたくないが、
ここは行きやすい」「家を訪問していただき、生理用品
の提供と困りごとを聞いてもらってとても助かっている」
「ここに来て話をしたことで精神的に元
気になり、働く意欲が出てきた」などの
声をいただいている。

　本市の待機児童数は10月末時点で33人と
なっており、これは、全て保育士不足によるも

のである。保育士確保策については、市内保育施設の
若手職員向けのアンケート調査や各保育施設との意見
交換を行いながら効果的な施策の検討を進めている。
現在、本市においては、保育士等就職祝金の支給など、
保育士確保のための施策を講じており、奨学金の返済
免除については、さまざまな制度設計
の検討が必要であるため、今後の参考と
させていただきたい。

　改正障害者差別解消法の成立により、民
間事業者においては店舗バリアフリー化の

改修など、合理的配慮の提供のため、さまざまな環
境整備が必要になると思われる。改修事業について
は、今後、国による補助制度等の動向を注視しなが
ら判断したい。

生活・環境 生活・環境

生活・環境生活・環境

　合理的配慮の提供を民間事業主に義務づける改正
「障害者差別解消法」が2021年５月に成立した。今後
３年以内に施行されることとなっているが、折り畳み式
スロープ、筆談ボードの購入費、点字メニューの作成な
ど、民間事業者や地域の団体が障がい者への必要な環
境整備を支援する店舗バリアフリー改修事業の復活は
できないか。

堀内　学 議員

店舗バリアフリー改修事業
の復活について

永山　真美 議員

気候非常事態宣言を
出してほしい

　気候危機打開に向けて全国の自治体で「気候非常事
態宣言」が出されている。本市でも宣言を出し、大村市
は世界的な問題の解決に取り組むという姿勢を見せて
ほしい。例えば、地元企業や市民への支援策、市民・行
政・企業の連帯や協議会の設置などの具体策を取り入
れた宣言の発出について、検討してはどうか。

答 　市独自の支援策については、費用面などの
課題があるが、温暖化対策を講じる上で参考

としたい。また、民間企業との協力については、各種
関係団体と連携して色々な取り組みを進めていくこと
が気候非常事態宣言の目的とするところにつながると
考えるため、積極的に取り組んでいきたい。宣言の表
明については、現在のところ予定していないが、他の
自治体の動向を注視し、効果的な温暖
化対策の取り組みを検討する中で、宣
言の有効性や必要性の検討を行ってい
きたい。
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市政一般質問

光山　千絵 議員

高齢者向け
「バスの乗り方教室」実施を

　本市は令和４年秋の新幹線開通に伴い、利便性向上
のため路線バスの再編計画を進めている。しかし、高齢
者が路線バス情報を得ることは難しく、乗り方が分から
ない場合も多い。最近では高齢者向けに「バスの乗り方
教室」を実施し、成果を上げている自治体が増えている
が、本市でも同様の教室を実施し、バスの利用促進につ
なげられないか。

子宮頸がんワクチンの
積極的勧奨について

　厚労省の専門部会は８年間中止していた子宮頸がんワク
チンの積極的勧奨を来年度から再開することを了承した。
中止により小学６年生から高校１年生までの接種実績は
１％未満であった。市民に対してワクチンの安全性、有効性、
必要性を啓発し、不安感の払拭につながる情報提供に早急
に取り組むべきと考えるが、市長の見解を問う。

城　幸太郎 議員

産業・経済・労働

産業・経済・労働 産業・経済・労働

福祉・医療・保健福祉・医療・保健福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健

　孤独や不安を抱える女性たちが、お互いの体験や思い
を語り合い支え合う拠点ができた。「生きる意欲が出て
きた」などの声も聞く。事業費は全額、国の助成で、生き
づらい思いをしている女性にとっては大変ありがたい場
所になっている。国の助成がなくなったとしても、市独自
で来年度以降も継続すべきと考えるが、市の見解を問う。

城　幸太郎 議員

女性のためのつながり
サポート事業の継続

答

答

答
答

答

答

答 答

　国からの通知に、個別勧奨を進めるに当
たっては、標準的な接種期間とされている中学

１年生に対して行うことに加えて、これまで個別勧奨を
受けていない令和４年度に14歳～16歳になる女子につ
いても、ＨＰＶワクチンの供給・接種体制などを踏まえ
つつ、必要に応じて配慮することと示されている。これ
まで積極的勧奨が差し控えられていたことを考慮し、
対象者全員に個別通知による勧奨を行い
たいと考えており、供給・接種体制の整
備状況を見ながら、通知の順番や時期な
どを決めていきたい。

　路線バスに関する高齢者への情報提供につ
いては、高齢者に特化した取り組みではないが、
市の地域包括支援センターにおいて、必要に応

じてバスの利用方法などをご案内している。本市におい
ては、自家用車への依存度が高く、バスの利用頻度が低
いことからバス利用は不便とのイメージを持たれている
と考えられるため、例えば、出前講座や地
域ふれあい館活動など高齢者が集うさま
ざまな場面において、バスの便利な使い
方をお知らせする機会を設けていきたい。

　まずは、できる限り国の交付金を活用しな
がら本事業を進めたいと考えている。11月末

に閣議決定された国の補正予算においては、つながり
サポート事業について、約５億円の予算が確保される見
通しであり、また、令和４年度の概算要求においても、
ほぼ同額が要望されているため、来年度も国の事業は
継続していくのではないかと考えている。現在、本市の
事業実績について、県へ報告しており、
県と連携して国へ事業継続を要望するな
ど、今後も予算獲得に努めながら本事業
を継続していきたい。

　子宮頸がんワクチンに対する取り組みにつ
いては、議員時代から一般質問で取り上げる
など、大変強い思いを持っている。当時から、

①公費で接種を進めること、②学校の性教育の中で子
宮頸がんワクチンについて教えること、③乳がん検診な
どの啓発と併せて、親子で女性特有のがんに対する意
識を共有してもらうことの３点を述べている。これらを
同時に進めることができれば、ワクチン
接種に限らず、関連してさまざまなことに
つなげられると考えている。今回、対象者
が明確であるため、案内を送付するなど
してしっかりと進めていく。

　2013年から積極的勧奨が控えられていたが、ワクチ
ンと副反応を疑う症状との因果関係が認められないこ
とやワクチンの有効性から厚労省は来年度からの勧奨
再開を決定した。これまでのネガティブなイメージを一
変し、接種率を上げるため、対象者全員に通知を送るな
どの取り組みが望まれるが本市の考えはどうか。

竹森　学 議員

子宮頸がんワクチン
勧奨再開します！

新規就農・農業支援について

　新生児の健康状態などの確認のため、母子健康手帳
にとじ込まれている「出生連絡票」を、市民課に提出する
「出生届」とは別に、わざわざ移動してこどもセンター
に提出しなければならないようであるが、市民課窓口で
ワンストップで済ますことはできないのか、市の見解を
問う。

　新規就農者の確保は、本市の農業振興にとって大事
なことである。新規就農者への国の支援事業「農業次
世代人材投資資金」は交付対象年齢が49歳以下となっ
ており、50歳以上の方は交付対象外となる。このこと
から、50歳以上の新規就農者を含めた市独自の支援策
について尋ねる。

山口　弘宣 議員

出生連絡票の提出について

高濵　広司 議員

シルバー人材センターの
移転は喫緊の課題

　中山間地の荒廃農地解消策としてハゼの木の植栽を
提案する。ハゼの木は肥料・農薬が不要のため経費がか
からず、鳥害・イノシシ等の獣害もない。ハゼの実は、木
ろうの原料となり、和ろうそくや口紅、医薬品、文房具
のクレヨン、輸出用など用途は広く需要が大きい。就農
者が高齢化し、摘み取り作業は大変であるが、農福連携
で問題解決だ。

　公益社団法人大村市シルバー人材センターは、令和２
年度の会員数731人、契約額約３億4,000万円と県下で
もトップクラスの実績を上げている。全国シルバー人材
センター事業協会から優良団体表彰も受けている。こ
れだけの実績を上げながら、現事務所は狭く作業所もな
い。会員は仕事を自宅に持ち帰っている。新庁舎にシル
バーを移転すべきである。

水上　享 議員

長年にわたる農政の課題
「荒廃農地」について

　現在も、出生届を市民課に提出される際
に申し出をいただいた場合には、国保けん

こう課で受付をしているが、議員ご指摘のように、こ
どもセンターまで提出に行かなければならないこと
を負担に感じている方もいらっしゃると思われるの
で、本庁で提出できることを事前にお伝えすることと
して、併せてホームページなどでもしっ
かり周知していきたい。提出の方法に
ついても、今後、より効率的な方法がな
いか検討していきたい。

　市独自の新規就農者に対する支援策につ
いては、大村の農業を新たに担う「担い手」

づくり事業の中で、研修段階において、国の農業次
世代人材投資資金（準備型）の給付対象外となる50
歳から64歳までの新規就農者を対象に研修費用の
一部を補助している。このほか、農業を始める際の
農業用機械の導入や農地の賃借料に
ついても助成するなど、新規就農者の
育成に積極的に取り組んでいる。

　市農業委員会の調査によると、令和２年度
の耕作放棄地は171ヘクタール（耕作放棄地

率9.8％）となっている。荒廃農地の解消はなかなか難
しいことではあるが、まずは、議員からご紹介いただい
た、ハゼの実から木ろうを採取し、和ろうそくなどに製
品化している事例や木ろう製造工場の現地視察など、
調査研究を行っていきたい。また、農福連携については、
令和３年10月現在、農作業を行う市内
就労支援事業所が12カ所あり、生産者
からは労働力確保につながり非常に助
かっていると聞いている。

　大村市シルバー人材センターの移転につ
いては、大きな課題であると認識している。

新市庁舎への集約については、現在、新市庁舎の建
設計画において、職員数や集約する部署の調整を行
い、建設規模を決定している段階にあり、現時点で
の規模の見直しは非常に困難である。
新市庁舎建設場所の決定なども考慮
しながら、シルバー人材センター移転
についての検討を進めていきたい。

野島　進吾 議員
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　多良山系は多くの登山道でつながっており、崩れてい
て危険な箇所もある。整備が急がれるが、国有林や県立
公園、市・町にまたがるなどしており、誰が整備するべ
きなのか不明瞭なこともあり、遅れている。事故が発生
してからでは遅く、関係者間で協議を行い、安全に登山
を楽しめるように登山道の整備を進めていただきたい。

岩永　愼太郎 議員
　今後の市独自の経済対策の考え方について尋ねる。
これまでに取り組んできた経済対策は、主に事業継続
のための給付型の対策であったように思う。確認の意
味も含めて、大村市の各産業の実情に沿った市独自の
経済対策をどのように考えているのか、市長に尋ねる。

村上　秀明 議員

新型コロナウイルスに
対する経済対策

　文部科学省の2020年度の問題行動・不登校調査で
新型コロナウイルス下の学校で不登校の児童生徒は19
万人を超え、過去最多となった。本市では、今年10月ま
での７カ月で小学生52人、中学生104人で昨年度と同様
の人数であることから、本年度は増加が予想される。そ
こで、教育委員会の不登校対策について尋ねる。

晦日　房和 議員
　史跡や文化財の管理については、大村市の歴史を正
確に理解し、郷土愛を育むためにとても重要である。現
時点において市が管理する文化財の数と管理方法につ
いて尋ねる。また、今後は、設置されている説明板の更
新を計画的かつ、より見やすく、分かりやすくするために
ライトアップなどを検討する必要はないのか。

小林　史政 議員

小中学生の不登校対策
について

大村市内における
文化財の管理について

学校施設の更新に期待して

　子どもの発達障害に影響を与えているとしてネオニコ
チノイド系農薬の使用が各国で禁止となっているが、学
校給食を所管する担当課は把握しているか。全国には、
有機米を給食に取り入れ、有機農業の推進による環境
保全・食育・農業力の強化を図る自治体もある。農業振
興の観点からも、質の高い有機農業を推進していくこと
はできないか。

　老朽化が進む学校施設を計画的に整備するため、「学
校施設長寿命化計画」が策定され、令和５・６年度は福
重小学校の校舎建設等が予定されている。現在の学校
施設には避難所や地域コミュニティとしての役割が求め
られており、地域への丁寧な説明も必要と考える。福重
小学校の完成までのスケジュールを問う。

吉田　博 議員

給食の安全安心と
有機農業の推進について

古閑森　秀幸 議員

スクールガード事業および
学校経営委託料について

　三城保育所の移転に伴い、旧高齢者・障がい者セン
ターを解体する案が出されている。建物には、竹松遺跡
から発掘された土器や石器が収蔵されているが、それは
どうするのか。出土品はほかにも市内の２カ所に分散し
て収蔵されている。本市の貴重な文化財である出土品
を今後どのように管理していくのか。将来にわたる管理
方針について問う。

　スクールガード事業は廃止されていると確認してい
るが、ボランティアで活動していただいている方々や
管理者である学校への事業廃止の通知・通達は行った
のか。また、学校経営委託料の予算配当はどのように
なっているのか。　

伊川　京子 議員

貴重な出土品はどこへ

産業・経済・労働産業・経済・労働

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

答答答 答

答
答

答 答

　多良岳登山道については、現在、登山道
を利用される大村山岳会などの団体や登山

愛好家の方々のボランティア活動によって保全してい
ただいている状況であり、これは、ほかの市町も同様
と聞いている。今後も関係団体などのボランティア
にお力添えいただきながら、引き続き、登山道の保
全などについてお願いしたいと考えて
いる。

　不登校には経済的な問題などの社会的要因、
児童生徒間の人間関係、保護者等の家庭環境

など、さまざまな要因が複雑に絡んでいる。また、新型
コロナウイルス感染症対策のためにさまざまな制約が
子どもたちにも課せられており、コロナが発生する前よ
りもストレスが生じ、生活のリズムが崩れ、それが不登
校の一因になっていることも想像される。新しい生活様
式の中でも、児童生徒への生きる力を育
む支援、一人でも多くの児童生徒の未来
につながる不登校対策に今後も粘り強く
継続的に取り組んでいきたい。

　これまで実施してきた経済対策について
は、給付金の支給など、まずは事業を継続

していただくことが重要であった。しかしながら、議
員ご指摘のように、今後は、コロナ禍における業態の
大きな転換や、新たなサービスにも積極的に取り組
めるような支援をしていかなければならないと考え
る。コロナ関連の交付金等々の財源獲得や国の動向
をしっかり注視しながら、新たな事業
展開の支援にも結びつけていきたい。

　教育委員会として管理しているものにつ
いては、優先順位をつけて管理していくが、

所有者で管理していただくものについては、所有者の
ほうで管理をしていただきたいと考えている。現在、
教育委員会が設置した史跡や記念碑の文化財を解説
する説明板は、76基あり、劣化した古いもので更新
が必要な67基のうち、61基を更新し、あと６基を残
している状況である。今後、伝えたい内
容をどのような方法で伝えていくこと
が効果的であるか検討していきたい。

　各種報道等により情報は把握している。農
薬については、農林水産省が問題がないと判
断したもののみ使用でき、安全安心な給食に

影響はないものと承知している。給食への有機米の使
用については、米の量や品質、規格、安定供給、給食費
に見合った価格が求められることから難しい。今後も大
村産米を100％使用し、地産地消の取り組みを進めた
い。また、有機農業については、有機栽
培に向けた調査研究に取り組む認定農
業者への支援制度の周知を図り、推進し
ていきたい。

　三城保育所の移転が決定すれば、旧高齢
者・障がい者センターを解体することとなり、

保管されている出土品は旧福祉センターへ一旦移す計
画である。出土品は、このほか２カ所で収蔵しているが、
いずれの施設も老朽化が進んでおり、分散状態での管
理のやりにくさもあることから、それら３つを統合する
方向で検討する。その中で、出土品の整
理作業を始め、調査研究に来られる方
にも対応できる施設となるよう検討して
いる。

　現在、福重小学校については、基本計画策
定と基本設計を並行して進めており、おおむ

ね６月中旬までには完了する見通しである。現時点では、
基本計画策定に着手したばかりであるため、地域住民
への説明会の時期については、明確にはお示しできな
いが、ある程度ご説明できるようになった段階で早急
に意見交換を行いたい。基本計画、基本設計の策定後
は、令和４年度に実施設計、令和５年度
に建築工事の入札・契約に係る議案を承
認いただいた後、工事に着手する予定で
ある。

　事業廃止については、平成29年10月24
日付で長崎県教育庁義務教育課児童生徒

支援室長名で通知が出されている。学校経営委託料
については、学校規模や市の指定研究の有無によっ
て配当されており、その額は約13万円から約63万円
となっている。また、備品購入や消耗品の購入に充て
られる学校配当予算についても、学校
規模に応じて約130万円から約470万
円となっている。

多良山系の登山道の
安全対策と整備について

伊川　京子 議員
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　多良山系は多くの登山道でつながっており、崩れてい
て危険な箇所もある。整備が急がれるが、国有林や県立
公園、市・町にまたがるなどしており、誰が整備するべ
きなのか不明瞭なこともあり、遅れている。事故が発生
してからでは遅く、関係者間で協議を行い、安全に登山
を楽しめるように登山道の整備を進めていただきたい。

岩永　愼太郎 議員
　今後の市独自の経済対策の考え方について尋ねる。
これまでに取り組んできた経済対策は、主に事業継続
のための給付型の対策であったように思う。確認の意
味も含めて、大村市の各産業の実情に沿った市独自の
経済対策をどのように考えているのか、市長に尋ねる。

村上　秀明 議員

新型コロナウイルスに
対する経済対策

　文部科学省の2020年度の問題行動・不登校調査で
新型コロナウイルス下の学校で不登校の児童生徒は19
万人を超え、過去最多となった。本市では、今年10月ま
での７カ月で小学生52人、中学生104人で昨年度と同様
の人数であることから、本年度は増加が予想される。そ
こで、教育委員会の不登校対策について尋ねる。

晦日　房和 議員
　史跡や文化財の管理については、大村市の歴史を正
確に理解し、郷土愛を育むためにとても重要である。現
時点において市が管理する文化財の数と管理方法につ
いて尋ねる。また、今後は、設置されている説明板の更
新を計画的かつ、より見やすく、分かりやすくするために
ライトアップなどを検討する必要はないのか。

小林　史政 議員

小中学生の不登校対策
について

大村市内における
文化財の管理について

学校施設の更新に期待して

　子どもの発達障害に影響を与えているとしてネオニコ
チノイド系農薬の使用が各国で禁止となっているが、学
校給食を所管する担当課は把握しているか。全国には、
有機米を給食に取り入れ、有機農業の推進による環境
保全・食育・農業力の強化を図る自治体もある。農業振
興の観点からも、質の高い有機農業を推進していくこと
はできないか。

　老朽化が進む学校施設を計画的に整備するため、「学
校施設長寿命化計画」が策定され、令和５・６年度は福
重小学校の校舎建設等が予定されている。現在の学校
施設には避難所や地域コミュニティとしての役割が求め
られており、地域への丁寧な説明も必要と考える。福重
小学校の完成までのスケジュールを問う。

吉田　博 議員

給食の安全安心と
有機農業の推進について

古閑森　秀幸 議員

スクールガード事業および
学校経営委託料について

　三城保育所の移転に伴い、旧高齢者・障がい者セン
ターを解体する案が出されている。建物には、竹松遺跡
から発掘された土器や石器が収蔵されているが、それは
どうするのか。出土品はほかにも市内の２カ所に分散し
て収蔵されている。本市の貴重な文化財である出土品
を今後どのように管理していくのか。将来にわたる管理
方針について問う。

　スクールガード事業は廃止されていると確認してい
るが、ボランティアで活動していただいている方々や
管理者である学校への事業廃止の通知・通達は行った
のか。また、学校経営委託料の予算配当はどのように
なっているのか。　

伊川　京子 議員

貴重な出土品はどこへ

産業・経済・労働産業・経済・労働

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

答答答 答

答
答

答 答

　多良岳登山道については、現在、登山道
を利用される大村山岳会などの団体や登山

愛好家の方々のボランティア活動によって保全してい
ただいている状況であり、これは、ほかの市町も同様
と聞いている。今後も関係団体などのボランティア
にお力添えいただきながら、引き続き、登山道の保
全などについてお願いしたいと考えて
いる。

　不登校には経済的な問題などの社会的要因、
児童生徒間の人間関係、保護者等の家庭環境

など、さまざまな要因が複雑に絡んでいる。また、新型
コロナウイルス感染症対策のためにさまざまな制約が
子どもたちにも課せられており、コロナが発生する前よ
りもストレスが生じ、生活のリズムが崩れ、それが不登
校の一因になっていることも想像される。新しい生活様
式の中でも、児童生徒への生きる力を育
む支援、一人でも多くの児童生徒の未来
につながる不登校対策に今後も粘り強く
継続的に取り組んでいきたい。

　これまで実施してきた経済対策について
は、給付金の支給など、まずは事業を継続

していただくことが重要であった。しかしながら、議
員ご指摘のように、今後は、コロナ禍における業態の
大きな転換や、新たなサービスにも積極的に取り組
めるような支援をしていかなければならないと考え
る。コロナ関連の交付金等々の財源獲得や国の動向
をしっかり注視しながら、新たな事業
展開の支援にも結びつけていきたい。

　教育委員会として管理しているものにつ
いては、優先順位をつけて管理していくが、

所有者で管理していただくものについては、所有者の
ほうで管理をしていただきたいと考えている。現在、
教育委員会が設置した史跡や記念碑の文化財を解説
する説明板は、76基あり、劣化した古いもので更新
が必要な67基のうち、61基を更新し、あと６基を残
している状況である。今後、伝えたい内
容をどのような方法で伝えていくこと
が効果的であるか検討していきたい。

　各種報道等により情報は把握している。農
薬については、農林水産省が問題がないと判
断したもののみ使用でき、安全安心な給食に

影響はないものと承知している。給食への有機米の使
用については、米の量や品質、規格、安定供給、給食費
に見合った価格が求められることから難しい。今後も大
村産米を100％使用し、地産地消の取り組みを進めた
い。また、有機農業については、有機栽
培に向けた調査研究に取り組む認定農
業者への支援制度の周知を図り、推進し
ていきたい。

　三城保育所の移転が決定すれば、旧高齢
者・障がい者センターを解体することとなり、

保管されている出土品は旧福祉センターへ一旦移す計
画である。出土品は、このほか２カ所で収蔵しているが、
いずれの施設も老朽化が進んでおり、分散状態での管
理のやりにくさもあることから、それら３つを統合する
方向で検討する。その中で、出土品の整
理作業を始め、調査研究に来られる方
にも対応できる施設となるよう検討して
いる。

　現在、福重小学校については、基本計画策
定と基本設計を並行して進めており、おおむ

ね６月中旬までには完了する見通しである。現時点では、
基本計画策定に着手したばかりであるため、地域住民
への説明会の時期については、明確にはお示しできな
いが、ある程度ご説明できるようになった段階で早急
に意見交換を行いたい。基本計画、基本設計の策定後
は、令和４年度に実施設計、令和５年度
に建築工事の入札・契約に係る議案を承
認いただいた後、工事に着手する予定で
ある。

　事業廃止については、平成29年10月24
日付で長崎県教育庁義務教育課児童生徒

支援室長名で通知が出されている。学校経営委託料
については、学校規模や市の指定研究の有無によっ
て配当されており、その額は約13万円から約63万円
となっている。また、備品購入や消耗品の購入に充て
られる学校配当予算についても、学校
規模に応じて約130万円から約470万
円となっている。

多良山系の登山道の
安全対策と整備について

伊川　京子 議員
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　第16回全国学校給食甲子園において、応募総数
1,355件の中から本市の中学校給食の第３位入賞、おめ
でとうございます。一方で、小学校から中学校へ進学し
たら給食がまずくなったという声や残食が多いと聞くが、
事実か。準備や片付けに時間がかかり、食事の時間が短
いのではないか。実際に学校に出向き、現場の声や状況
の確認を行うべきである。

朝長　英美 議員
　奨学金制度は、経済的に困難がありながらも、学びた
いと意欲を持つ学生にとっては非常に助かる制度であ
るが、「学生本人」が借りた貸与型の場合は返さなけれ
ばならない。大村市の「移住定住」促進につながり、さ
らなる市の発展と将来のためにも、卒業後、大村市に
戻って就職した場合に奨学金の償還を一部免除する制
度の創設ができないか。

永尾　髙宣 議員

教育行政について奨学金返済免除制度
の創設について！！

　国道34号拡幅工事については、国交省の管轄であり、
市は関与できないが、市として、拡幅によって移転し
なければならない市民からの相談には早めに対応を
行ってほしい。移転はかなりの時間と費用を要するこ
とでもあり、人生設計にも大きく影響することから、
拡幅に関係する担当部署については細やかな対応をお
願いしたい。

吉田　博 議員
　旭が丘小学校区の生活道路は、木場スマートイン
ターチェンジの開通に伴い、交通量が増えているため、
地区全体の交通安全対策を立案することが不可欠と考
える。今後、どのように通学路などの安全対策を進め
ていくのか。

野島　進吾 議員

国道34号拡幅について旭が丘小学校区の
道路環境整備について

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

　自転車保険の加入については、近年、全国の都道府
県において自転車保険加入の「義務」あるいは「努力
義務」を課す条例を制定する動きが高まっている。こ
のようなことから、県に対して自転車保険加入促進に
つながる条例制定の働き掛けと、自転車保険へ加入す
る際に必要となる保険料の補助ができないのか尋ねる。

小林　史政 議員

自転車保険の加入促進
について

答

答
答

答

答答答
答

　令和元年度に行った給食に関するアンケー
ト調査の中で、味付けについては、中学生の

83％が「ちょうどよい」と回答している。味については、
個人の主観や献立の好き嫌い、コロナ禍における黙食
などいろいろな要因があるものと考える。小中学校に
おける残食については、全食材の97.6％の量は食べて
いる状況であり、残りは献立内容を工夫するなど、食べ
させるよう努力したい。また、食事時間に
ついては、中学校では部活動もあり、体
育を給食前に組み込まないなど、できる
だけ時間を確保できるよう工夫している。

　国道34号大村諫早拡幅事業における家
屋移転などに関しては、事業主体である国

土交通省が行うことになるが、市としては、これまで
も大村拡幅事業においても協力しており、事業が円
滑に進むよう、必要に応じて地権者との調整など国
土交通省と連携しながら、長崎県の交通や物流を支
える重要な道路である大村諫早拡幅事
業の一日も早い完成に向け、整備促進
を図っていく。

　奨学金の返済免除制度の創設については、
本市の定住促進に資するため、現在、本市

の貸与型奨学金制度を活用している方を対象に奨学
金の返済免除等の制度を創設できないか、検討して
いるところである。

　通学路の安全対策については、大村市通学
路交通安全プログラムに基づき、各小中学校

が年度当初にＰＴＡや町内会から情報収集を行い、通学
路の点検を実施し、危険箇所の把握を行っている。その
後、各学校から市に提出される危険箇所の情報を整理
し、必要に応じてＰＴＡ、警察、市が合同点検を実施し、
安全対策が必要な箇所について可能な限りの対策を実
施している。旭が丘小学校区についても、通学路などの
安全確保に向けた危険箇所の情報収集
に努め、合同点検を実施するとともに、
警察などの関係機関と連携して安全対
策に努めていく。

　太陽光発電事業は、国における再生可能エネ
ルギー発電のひとつとして、長期安定的な主力
電源として円滑な導入に向けた取り組みを積極

的に推進していくとしており、強制力のある措置により規
制を行うことは考えていない。防災や環境上の懸念につい
ては、国において、発電事業者に対し、事業計画の認定制
度を設け、防災や環境保全のための適切な設計や事業の
実施を求めている。また、市においても、土地開発協議の
際に、環境省公表の太陽光発電の環境配
慮ガイドラインを活用し、自主的な環境ア
セスメントを実施するよう事業者に求めて
いく。

　市道平ノ前横山線については、令和元年度
に地元関係者と現地立会いを行っており、危

険な箇所については、一部対応しているが、離合所など
の整備については、令和２年７月豪雨の災害復旧を優先
させたため、未整備となっている。来年度以降、地元関
係者と協議を行いながら、危険度や緊急性の高い箇所
から整備を進めていく。また、松原浄水場周辺の水飲み
場の整備については、地元関係者に聞き取りを行った
が、新たな要望はなかった。市としては、市内で唯一豊
富な湧水量を誇る松原水源の大切さを
市民に知ってもらうことも必要であると
考えるため、地元の方と協議を行いなが
ら利活用を考えていきたい。

　本市では、平成26年に制定した「自転車の安
全利用及び自転車等の放置防止に関する条

例」において、利用者への保険等加入の努力義務や、販
売店への利用者に対する加入勧奨を定めている。一方、
県では、自転車活用推進計画において、損害賠償責任保
険などへの加入の広報啓発等を図るとしている。市とし
ては、県内自治体で取り組むサイクルツーリズムの推進
と併せて、保険等への加入についても積極的に取り組ん
でいただくよう、意見交換を重ねていきた
い。また、保険料の補助については、先進
自治体の補助実績や効果の調査を行い
たい。

　防災や環境保全、発電コスト、電気代上昇、人権問
題などの観点から、むやみに大規模太陽光発電の開発
を進めるべきではない。全国的な例では地元住民が反
対しても、法的な規制が弱いため事業者は意に介さず
開発を進めていく場合も多く、裁判となる事例も増え、
社会問題化している。もっと強制力のある措置が必要
ではないか。

光山　千絵 議員

さまざまな問題を抱える
太陽光発電は規制すべき

　今村町から日泊町に抜ける市道日泊今村線
については、道路幅員が狭く、側溝や側溝蓋
がない区間があり、通行車両の離合に支障を

来していることは市としても認識している。しかしなが
ら、本路線は、延長が約850メートルあり、拡幅や側溝
整備を実施するためには多額の費用が必要であること
から、早急に全路線を整備することは困難な状況であ
る。今後は、地元関係者と現地立会いや協議を行いな
がら、道路の危険性など緊急性が高い
箇所を優先して側溝の整備などによる現
況市道区域内での道路幅員の確保を検
討していきたい。

　市道日泊今村線は、今村から日泊にかけての児童の
通学路であり、郵便局や住民センターなどへ行く三浦
地区でも主要な道路の１つであるが、ところどころ道
幅が狭く、車の離合も容易でないので、道路の拡幅改
良や側溝蓋の路線全体への設置などの整備を早急に実
施してほしいが、市の見解を問う。

山口　弘宣 議員

市道日泊今村線の
道路改良整備について

市道の改修と水源の
整備について

　令和元年９月議会で質問した市道平ノ前横山線の改
修と令和２年３月議会で質問した松原池の川水源の整
備について、それぞれ整備するとの回答をいただいた
が、その後の状況と今後の計画について尋ねる。

松尾　祥秀 議員

行財政・一般 都市整備都市整備 都市整備

都市整備都市整備
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市政一般質問

　第16回全国学校給食甲子園において、応募総数
1,355件の中から本市の中学校給食の第３位入賞、おめ
でとうございます。一方で、小学校から中学校へ進学し
たら給食がまずくなったという声や残食が多いと聞くが、
事実か。準備や片付けに時間がかかり、食事の時間が短
いのではないか。実際に学校に出向き、現場の声や状況
の確認を行うべきである。

朝長　英美 議員
　奨学金制度は、経済的に困難がありながらも、学びた
いと意欲を持つ学生にとっては非常に助かる制度であ
るが、「学生本人」が借りた貸与型の場合は返さなけれ
ばならない。大村市の「移住定住」促進につながり、さ
らなる市の発展と将来のためにも、卒業後、大村市に
戻って就職した場合に奨学金の償還を一部免除する制
度の創設ができないか。

永尾　髙宣 議員

教育行政について奨学金返済免除制度
の創設について！！

　国道34号拡幅工事については、国交省の管轄であり、
市は関与できないが、市として、拡幅によって移転し
なければならない市民からの相談には早めに対応を
行ってほしい。移転はかなりの時間と費用を要するこ
とでもあり、人生設計にも大きく影響することから、
拡幅に関係する担当部署については細やかな対応をお
願いしたい。

吉田　博 議員
　旭が丘小学校区の生活道路は、木場スマートイン
ターチェンジの開通に伴い、交通量が増えているため、
地区全体の交通安全対策を立案することが不可欠と考
える。今後、どのように通学路などの安全対策を進め
ていくのか。

野島　進吾 議員

国道34号拡幅について旭が丘小学校区の
道路環境整備について

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

　自転車保険の加入については、近年、全国の都道府
県において自転車保険加入の「義務」あるいは「努力
義務」を課す条例を制定する動きが高まっている。こ
のようなことから、県に対して自転車保険加入促進に
つながる条例制定の働き掛けと、自転車保険へ加入す
る際に必要となる保険料の補助ができないのか尋ねる。

小林　史政 議員

自転車保険の加入促進
について

答

答
答

答

答答答
答

　令和元年度に行った給食に関するアンケー
ト調査の中で、味付けについては、中学生の

83％が「ちょうどよい」と回答している。味については、
個人の主観や献立の好き嫌い、コロナ禍における黙食
などいろいろな要因があるものと考える。小中学校に
おける残食については、全食材の97.6％の量は食べて
いる状況であり、残りは献立内容を工夫するなど、食べ
させるよう努力したい。また、食事時間に
ついては、中学校では部活動もあり、体
育を給食前に組み込まないなど、できる
だけ時間を確保できるよう工夫している。

　国道34号大村諫早拡幅事業における家
屋移転などに関しては、事業主体である国

土交通省が行うことになるが、市としては、これまで
も大村拡幅事業においても協力しており、事業が円
滑に進むよう、必要に応じて地権者との調整など国
土交通省と連携しながら、長崎県の交通や物流を支
える重要な道路である大村諫早拡幅事
業の一日も早い完成に向け、整備促進
を図っていく。

　奨学金の返済免除制度の創設については、
本市の定住促進に資するため、現在、本市

の貸与型奨学金制度を活用している方を対象に奨学
金の返済免除等の制度を創設できないか、検討して
いるところである。

　通学路の安全対策については、大村市通学
路交通安全プログラムに基づき、各小中学校

が年度当初にＰＴＡや町内会から情報収集を行い、通学
路の点検を実施し、危険箇所の把握を行っている。その
後、各学校から市に提出される危険箇所の情報を整理
し、必要に応じてＰＴＡ、警察、市が合同点検を実施し、
安全対策が必要な箇所について可能な限りの対策を実
施している。旭が丘小学校区についても、通学路などの
安全確保に向けた危険箇所の情報収集
に努め、合同点検を実施するとともに、
警察などの関係機関と連携して安全対
策に努めていく。

　太陽光発電事業は、国における再生可能エネ
ルギー発電のひとつとして、長期安定的な主力
電源として円滑な導入に向けた取り組みを積極

的に推進していくとしており、強制力のある措置により規
制を行うことは考えていない。防災や環境上の懸念につい
ては、国において、発電事業者に対し、事業計画の認定制
度を設け、防災や環境保全のための適切な設計や事業の
実施を求めている。また、市においても、土地開発協議の
際に、環境省公表の太陽光発電の環境配
慮ガイドラインを活用し、自主的な環境ア
セスメントを実施するよう事業者に求めて
いく。

　市道平ノ前横山線については、令和元年度
に地元関係者と現地立会いを行っており、危

険な箇所については、一部対応しているが、離合所など
の整備については、令和２年７月豪雨の災害復旧を優先
させたため、未整備となっている。来年度以降、地元関
係者と協議を行いながら、危険度や緊急性の高い箇所
から整備を進めていく。また、松原浄水場周辺の水飲み
場の整備については、地元関係者に聞き取りを行った
が、新たな要望はなかった。市としては、市内で唯一豊
富な湧水量を誇る松原水源の大切さを
市民に知ってもらうことも必要であると
考えるため、地元の方と協議を行いなが
ら利活用を考えていきたい。

　本市では、平成26年に制定した「自転車の安
全利用及び自転車等の放置防止に関する条

例」において、利用者への保険等加入の努力義務や、販
売店への利用者に対する加入勧奨を定めている。一方、
県では、自転車活用推進計画において、損害賠償責任保
険などへの加入の広報啓発等を図るとしている。市とし
ては、県内自治体で取り組むサイクルツーリズムの推進
と併せて、保険等への加入についても積極的に取り組ん
でいただくよう、意見交換を重ねていきた
い。また、保険料の補助については、先進
自治体の補助実績や効果の調査を行い
たい。

　防災や環境保全、発電コスト、電気代上昇、人権問
題などの観点から、むやみに大規模太陽光発電の開発
を進めるべきではない。全国的な例では地元住民が反
対しても、法的な規制が弱いため事業者は意に介さず
開発を進めていく場合も多く、裁判となる事例も増え、
社会問題化している。もっと強制力のある措置が必要
ではないか。

光山　千絵 議員

さまざまな問題を抱える
太陽光発電は規制すべき

　今村町から日泊町に抜ける市道日泊今村線
については、道路幅員が狭く、側溝や側溝蓋
がない区間があり、通行車両の離合に支障を

来していることは市としても認識している。しかしなが
ら、本路線は、延長が約850メートルあり、拡幅や側溝
整備を実施するためには多額の費用が必要であること
から、早急に全路線を整備することは困難な状況であ
る。今後は、地元関係者と現地立会いや協議を行いな
がら、道路の危険性など緊急性が高い
箇所を優先して側溝の整備などによる現
況市道区域内での道路幅員の確保を検
討していきたい。

　市道日泊今村線は、今村から日泊にかけての児童の
通学路であり、郵便局や住民センターなどへ行く三浦
地区でも主要な道路の１つであるが、ところどころ道
幅が狭く、車の離合も容易でないので、道路の拡幅改
良や側溝蓋の路線全体への設置などの整備を早急に実
施してほしいが、市の見解を問う。

山口　弘宣 議員

市道日泊今村線の
道路改良整備について

市道の改修と水源の
整備について

　令和元年９月議会で質問した市道平ノ前横山線の改
修と令和２年３月議会で質問した松原池の川水源の整
備について、それぞれ整備するとの回答をいただいた
が、その後の状況と今後の計画について尋ねる。

松尾　祥秀 議員

行財政・一般 都市整備都市整備 都市整備

都市整備都市整備
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　近代を拓いた石井筆子という偉大な人物を多くの方に
知っていただくため、市制施行60周年の際には顕彰事
業が行われ、また、今年度10月から11月にはミライonで
特別展が開催され、多くの方にご来場いただいた。近代
女子・知的障がい児教育の先駆け「石井筆子」を全国的
に知ってもらうためにも、ドラマ化実現を目指し、引き続
き頑張っていただきたい。

永尾　髙宣 議員

石井筆子の顕彰継続を
目指して！！

行財政・一般

　本市には、第21海軍航空廠の歴史があり、自衛隊３
部隊がある。県には、有人国境離島法で指定された五島
列島、壱岐島、対馬がある。誘致を進める水陸機動団は、
離島の防衛や奪還を意識した部隊である。オスプレイは、
ヘリと飛行機の特性を持ち、近隣諸国で紛争があれば
在留邦人の救出に役立つ。両者をセットで誘致してはど
うか。

高濵　広司 議員

水陸機動団とオスプレイ
をセットで誘致

行財政・一般

　大村市を内外にアピールできる絶好のチャンス、80
周年として実施する新規・冠事業として予算を増額する
予定はあるか。また、コロナ禍で大規模なイベントの実
施が厳しい環境だが、大村市をしっかりＰＲしてほしい。
市外から人を呼べるイベントには、観光パンフレットと
ともに、移住定住のパンフレットやブースの設置をして
もらいたい。

田中　秀和 議員

令和４年は大村市
市制施行80周年

行財政・一般

　11月19日、防災・減災に備えたインフラ等調査特別委
員会で「新庁舎整備の進捗状況について」と「立地状況の
優位性における評価基準（案）」が示され、説明があった。
改めてその内容について説明を求める。また、この資料は
市ホームページ等で公表されるのか。さらに、事業の進捗
に当たり、職員による先進地の視察は行っているのか。

松尾　祥秀 議員

新庁舎建設計画の
進捗状況について

行財政・一般

答答答
答

答答答
答

　全戸配布については、郵送等を含め、新
聞折り込み以外の方法を検討してきたが、

選挙公報の発送準備や配達にかかる期間、経費など
の問題から、よい方法がない。今後、配布のための準
備作業から配達までの期間、経費などを含め、どの
ような方法があるか、引き続き、研究し
ていきたい。

　現在、オスプレイについては、国が国防上
の必要性により佐賀空港に配備することで

計画が進められているため、現時点において本市が
誘致する考えはない。今後、万が一、オスプレイの佐
賀県への配備が難しい状況となり、国から要望等が
あった場合には、水陸機動団とオスプ
レイを連携させる観点からも、市とし
て検討する必要はあると考えている。

　今年度の要望活動では、昨夏開催された東
京パラリンピックのテーマであった「多様性

と調和」から、折れない心を胸に困難を跳ね返して生
涯を生き抜いた筆子のドラマ化の実現をお願いした。
また、幕末に活躍した父・渡辺清をはじめ、坂本龍馬
や勝海舟、新紙幣の肖像画となる渋沢栄一、津田梅子
など、筆子の周辺人物の存在から描きやすいストー
リー性や、東京パラリンピックを終え、
新紙幣へ変わる令和６年度に向けたこの
タイミングでのドラマ化を提案した。今
後も引き続き積極的に要望を行いたい。

　モーターボート競走事業収益基金の活用
について、広く市民に周知することは重要で

あると考えている。基金を活用した施設については、
プレートを設置するよう、現在、そのデザインについ
て競艇企業局と協議を進めている。

　今後については、ボートレース大村本場
のキャッシュレス会員向けに第５弾として

今月から1,500万円分のクーポン券配布を予定して
いる。また、マイルクラブ大村24会員向けの大村
特産品コースについても、今後も新型コロナウイ
ルス感染症の影響による経済状況を
見ながら継続していきたい。

　80周年記念事業については、感染症拡大防
止の観点から、原則、記念式典と既存事業の冠
づけのみを行う方針としている。現段階では、

市政功労者表彰式と併せて「記念式典」を開催し、既存事
業の「長崎街道大村藩宿場まつり」と「大村桜まつり」を冠
事業として実施する予定である。令和４年は、市制施行
80周年、大村競艇70周年、新幹線開業とさまざまなイベ
ントが予定されているため、各種イベント
でのパンフレットの配布やブースの設置な
ど、本市の魅力を市内外にしっかりとＰＲで
きるように取り組んでいきたい。

　大型建設事業については、まだ検討段階
であるが、事業規模や整備時期について、中

期財政見通しに落とし込み、事業費は幾らになるの
か、一般財源がどれくらい必要になるのか、借金がど
れくらい必要になるのか、その後の公債費の償還計
画など、あらゆる角度から検討を重ね、
進めていきたい。

　建設規模については、集約化を基本としつ
つ、既存施設を活用しながら縮小し、延床面
積についても、県内他自治体を参考に１万

5,700平米に縮減している。今後、候補地について、「立
地条件の優位性」「代替施設整備の実現性」「地質調
査」「概算事業費」の４つの指標から総合的に評価し、
最適地を選定していくこととしている。また、これらの
資料は、随時、ホームページで公表している。先進地視
察については、新型コロナウイルス感染
拡大のため思うように実施できていな
いが、感染状況を見ながら今後も積極
的に実施したい。

市政一般質問

　ボートレース大村は、令和２年度売上全国第１位を達
成し、令和３年度一般会計への繰出金は80億円と本市
財政に貢献されている。しかしながら、収益金がどのよ
うに活用されているか市民に分かりにくい状況である。
基金活用の明瞭化に努めるとともに、活用した施設等
に収益活用を示すプレートやシールなどを設置すること
を要望する。

中崎　秀紀 議員

ボート基金活用事業を
明確に！！

行財政・一般

　新型コロナウイルスの影響で地域経済が冷え込む中、
「特別クーポン券事業」・「コロナに負けるな！大村特産
品応援キャンペーン」を実施し、飲食業、一次産業の支
援に取り組まれ、事業者からは感謝の声が多く聞かれて
いる。新型コロナによる経済の落ち込みは、今後も一定
期間続くものと思われることから、事業の継続・対象の
拡大を要望する。

中崎　秀紀 議員

地域消費・特産品支援事業
の継続・拡大を！！

行財政・一般

　令和８年度までの中期財政見通しには、主な大型建
設事業として、市庁舎建設や環境センター整備、学校長
寿命化計画などが盛り込まれているが、要望が強い市民
会館や武道館などの建設計画が入り込む余裕はあるの
か。このほかに大村市の発展に効果的な投資を求められ
るとき、どのような条件であれば実現が可能か。

岩永　愼太郎 議員

持続可能な行政運営として
の健全な財政運営

行財政・一般

　選挙公報は、法律によって投票日の２日前までに有
権者のいる全世帯に配布することになっている。本市
では先の衆院選で新聞折り込みによる配布を行ったが、
配布率は約42％であった。東京都文京区など、全国に
は全戸配布を実現している自治体がある。先進事例を
研究して全戸配布について積極的に検討すべきではな
いか。

永山　真美 議員

選挙公報の全戸配布の
取り組みについて

行財政・一般
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　近代を拓いた石井筆子という偉大な人物を多くの方に
知っていただくため、市制施行60周年の際には顕彰事
業が行われ、また、今年度10月から11月にはミライonで
特別展が開催され、多くの方にご来場いただいた。近代
女子・知的障がい児教育の先駆け「石井筆子」を全国的
に知ってもらうためにも、ドラマ化実現を目指し、引き続
き頑張っていただきたい。

永尾　髙宣 議員

石井筆子の顕彰継続を
目指して！！

行財政・一般

　本市には、第21海軍航空廠の歴史があり、自衛隊３
部隊がある。県には、有人国境離島法で指定された五島
列島、壱岐島、対馬がある。誘致を進める水陸機動団は、
離島の防衛や奪還を意識した部隊である。オスプレイは、
ヘリと飛行機の特性を持ち、近隣諸国で紛争があれば
在留邦人の救出に役立つ。両者をセットで誘致してはど
うか。

高濵　広司 議員

水陸機動団とオスプレイ
をセットで誘致

行財政・一般

　大村市を内外にアピールできる絶好のチャンス、80
周年として実施する新規・冠事業として予算を増額する
予定はあるか。また、コロナ禍で大規模なイベントの実
施が厳しい環境だが、大村市をしっかりＰＲしてほしい。
市外から人を呼べるイベントには、観光パンフレットと
ともに、移住定住のパンフレットやブースの設置をして
もらいたい。

田中　秀和 議員

令和４年は大村市
市制施行80周年

行財政・一般

　11月19日、防災・減災に備えたインフラ等調査特別委
員会で「新庁舎整備の進捗状況について」と「立地状況の
優位性における評価基準（案）」が示され、説明があった。
改めてその内容について説明を求める。また、この資料は
市ホームページ等で公表されるのか。さらに、事業の進捗
に当たり、職員による先進地の視察は行っているのか。

松尾　祥秀 議員

新庁舎建設計画の
進捗状況について

行財政・一般

答答答
答

答答答
答

　全戸配布については、郵送等を含め、新
聞折り込み以外の方法を検討してきたが、

選挙公報の発送準備や配達にかかる期間、経費など
の問題から、よい方法がない。今後、配布のための準
備作業から配達までの期間、経費などを含め、どの
ような方法があるか、引き続き、研究し
ていきたい。

　現在、オスプレイについては、国が国防上
の必要性により佐賀空港に配備することで

計画が進められているため、現時点において本市が
誘致する考えはない。今後、万が一、オスプレイの佐
賀県への配備が難しい状況となり、国から要望等が
あった場合には、水陸機動団とオスプ
レイを連携させる観点からも、市とし
て検討する必要はあると考えている。

　今年度の要望活動では、昨夏開催された東
京パラリンピックのテーマであった「多様性

と調和」から、折れない心を胸に困難を跳ね返して生
涯を生き抜いた筆子のドラマ化の実現をお願いした。
また、幕末に活躍した父・渡辺清をはじめ、坂本龍馬
や勝海舟、新紙幣の肖像画となる渋沢栄一、津田梅子
など、筆子の周辺人物の存在から描きやすいストー
リー性や、東京パラリンピックを終え、
新紙幣へ変わる令和６年度に向けたこの
タイミングでのドラマ化を提案した。今
後も引き続き積極的に要望を行いたい。

　モーターボート競走事業収益基金の活用
について、広く市民に周知することは重要で

あると考えている。基金を活用した施設については、
プレートを設置するよう、現在、そのデザインについ
て競艇企業局と協議を進めている。

　今後については、ボートレース大村本場
のキャッシュレス会員向けに第５弾として

今月から1,500万円分のクーポン券配布を予定して
いる。また、マイルクラブ大村24会員向けの大村
特産品コースについても、今後も新型コロナウイ
ルス感染症の影響による経済状況を
見ながら継続していきたい。

　80周年記念事業については、感染症拡大防
止の観点から、原則、記念式典と既存事業の冠
づけのみを行う方針としている。現段階では、

市政功労者表彰式と併せて「記念式典」を開催し、既存事
業の「長崎街道大村藩宿場まつり」と「大村桜まつり」を冠
事業として実施する予定である。令和４年は、市制施行
80周年、大村競艇70周年、新幹線開業とさまざまなイベ
ントが予定されているため、各種イベント
でのパンフレットの配布やブースの設置な
ど、本市の魅力を市内外にしっかりとＰＲで
きるように取り組んでいきたい。

　大型建設事業については、まだ検討段階
であるが、事業規模や整備時期について、中

期財政見通しに落とし込み、事業費は幾らになるの
か、一般財源がどれくらい必要になるのか、借金がど
れくらい必要になるのか、その後の公債費の償還計
画など、あらゆる角度から検討を重ね、
進めていきたい。

　建設規模については、集約化を基本としつ
つ、既存施設を活用しながら縮小し、延床面
積についても、県内他自治体を参考に１万

5,700平米に縮減している。今後、候補地について、「立
地条件の優位性」「代替施設整備の実現性」「地質調
査」「概算事業費」の４つの指標から総合的に評価し、
最適地を選定していくこととしている。また、これらの
資料は、随時、ホームページで公表している。先進地視
察については、新型コロナウイルス感染
拡大のため思うように実施できていな
いが、感染状況を見ながら今後も積極
的に実施したい。

市政一般質問

　ボートレース大村は、令和２年度売上全国第１位を達
成し、令和３年度一般会計への繰出金は80億円と本市
財政に貢献されている。しかしながら、収益金がどのよ
うに活用されているか市民に分かりにくい状況である。
基金活用の明瞭化に努めるとともに、活用した施設等
に収益活用を示すプレートやシールなどを設置すること
を要望する。

中崎　秀紀 議員

ボート基金活用事業を
明確に！！

行財政・一般

　新型コロナウイルスの影響で地域経済が冷え込む中、
「特別クーポン券事業」・「コロナに負けるな！大村特産
品応援キャンペーン」を実施し、飲食業、一次産業の支
援に取り組まれ、事業者からは感謝の声が多く聞かれて
いる。新型コロナによる経済の落ち込みは、今後も一定
期間続くものと思われることから、事業の継続・対象の
拡大を要望する。

中崎　秀紀 議員

地域消費・特産品支援事業
の継続・拡大を！！

行財政・一般

　令和８年度までの中期財政見通しには、主な大型建
設事業として、市庁舎建設や環境センター整備、学校長
寿命化計画などが盛り込まれているが、要望が強い市民
会館や武道館などの建設計画が入り込む余裕はあるの
か。このほかに大村市の発展に効果的な投資を求められ
るとき、どのような条件であれば実現が可能か。

岩永　愼太郎 議員

持続可能な行政運営として
の健全な財政運営

行財政・一般

　選挙公報は、法律によって投票日の２日前までに有
権者のいる全世帯に配布することになっている。本市
では先の衆院選で新聞折り込みによる配布を行ったが、
配布率は約42％であった。東京都文京区など、全国に
は全戸配布を実現している自治体がある。先進事例を
研究して全戸配布について積極的に検討すべきではな
いか。

永山　真美 議員

選挙公報の全戸配布の
取り組みについて

行財政・一般



各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。

※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
※２月18日（金）の議会運営委員会で決定します。

令和４年３月定例会の予定

24日（木）10時
本会議（議案審議）・ 委員会（議案審査）
25日（金）10時
本会議（議案審議）

２月

１日（火）～３日（木）10時
本会議（市政一般質問）

4日（金）・7日（月）～９日（水）10時
委員会（議案審査）

10日（木）13時
委員会（議案審査）

16日（水）10時
本会議（議案審議）

3月
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　経済建設委員会が、令和３年11月８日に大村
市漁協、大村市漁協松原支部、大村湾東部漁協
と市民と議会のつどいを開催しました。
　漁業の現況と課題について活発な意見交換
を行いました。いただいたご意見等は、今後の
議会活動の参考とさせていただきます。
　なお、総務・厚生文教委員会は令和４年１月
に関係市内団体との開催を予定しておりました
が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状
況を鑑み延期しております。

市内団体との市民と議会のつどい

「語ってみゅーか」を開催！

○山北　正久
選管の集計ミス問題／学校給食の完全無償化／シル
バー人材センター／使用済み紙おむつリサイクル／介
護人材の確保策／自転車活用のまちづくり／リカレン
ト教育の実践／インフルエンザ予防接種費用自己負担
額の軽減化／他

○晦日　房和
つながりサポート事業／新型コロナウイルスおよびそ
のワクチン／インフルエンザワクチン／子宮頸がんワ
クチン／コロナ下における不登校・いじめ／他

○小林　史政
自転車保険の加入促進／選挙管理委員会／新型コロナ
ウイルスによる影響／大村市内の史跡や記念碑等の管
理／シルバー人材センター／他

○吉田　博
若い世代の低い投票率に関する主権者教育／農業従事
者の減少と高齢化対策／赤字農業対策／安心安全な学
校給食と有機食材の導入／気候非常事態宣言／国道34
号拡幅対策／他

○伊川　京子
市民の負担軽減に「おくやみコーナー」の早期設置を
／人工透析治療に係る通院費助成／他

○古閑森　秀幸
市民環境行政、環境センター火災事故の原因究明と復
旧状況、出火原因の特定、復旧状況、復旧に要した費
用、可燃物の収集／コロナウイルス関連／他

○永山　真美
選挙公報の全戸配布、点字訳や音訳／つながりサポー
ト事業の継続と今／国保税の子どもの均等割の軽減／
気候非常事態宣言の発出／後の事業展開／他

○朝長　英美
本市の待機児童数とハード面・ソフト面での対策／三城保
育所／学校給食の内容や食事時間／競艇事業／観光行
政／農林土木における災害復旧工事に係る入札状況／他

○永尾　髙宣
竹松小学校の児童数増に伴う小学校設置／競艇事業の
市政への貢献および周辺整備／令和４年度ソフトボー
ル競技の全国高等学校男子選抜大会／大村湾での漁業
振興／他

○野島　進吾
三城保育所の移転等の方針／木場スマートＩＣ開通後
の旭が丘小付近の生活道路の安全整備／農業担い手づ
くり事業の推進／中山間地域等直接支払制度への支援
／コロナ禍による貧困化の状況と支援／他

○水上　享
農林行政／農福連携・荒廃農地の活用／教育行政／
GIGAスクール構想の効果と課題・不登校対策／水道
行政／水道施設の耐震対策・水需要予測／競艇事業／
賞金王決定戦レース開催に向けた取り組み／他

○高濵　広司
シルバー人材センターの活動状況／第21海軍航空廠の
歴史教育／競艇事業の歴史／自衛隊の歴史／日本国憲
法／集団的自衛権／他

○三浦　正司
防災マップの市民の評価と内容の充実度／本年度４月
以降に市が発令した避難情報と雲仙市土砂災害／危険
箇所に関する市民等の認識度／災害時人的被害を皆
無・局限する方策／他

○堀内　学
車椅子でも行ける店の大村市独自のサイト作成、障が
い者手帳アプリ「ミライロID」導入／大村湾の水質や
海底の改善に向けた取り組み／DXの推進、教育現場で
のDX活用の展望、電子黒板導入／他

○竹森　学
男性職員の育休取得推進／浸水深を表示する看板設置、
液体ミルクの備蓄／福重小学校建て替え計画の進捗、
通学路の安全対策／子宮頸がんワクチン接種個別通知
の効果／他

○光山　千絵
太陽光発電施設の問題点とその対策／ＰＦＩ導入の効
果、庁内での研究、ＰＦＩ導入に向けた市長の見解／
高齢者への最適な路線バス情報の提供、バスの乗り方
教室実施、互助活動としての移動支援／他

○中崎　秀紀
モーターボート競走事業収益基金活用・経済支援事業
の継続要望／重層的支援体制整備事業・ワンストップ
福祉相談窓口整備要望／新市庁舎建設・災害に強い庁
舎候補地選定／小中学校体育館のＬＥＤ化要望／他

○岩永　愼太郎
第５次大村市総合計画・後期基本計画／自然を生かし
た観光のまちづくり野岳湖公園リニューアル事業等／
多良山系登山道の安全対策と整備／市道似田ノ尾北ノ
川内線の復旧／市機構組織の見直し／他

○田中　秀和
企業誘致促進のためのさらなる優遇措置／新幹線、空
港を生かした移住推進／木材利用の促進を条件にした
住宅リフォーム助成制度／人口減少時代を見据えた長
期財政見通しと大型建設事業の規模再考／他

○城　幸太郎
鳥インフルエンザの防疫対策／全国和牛能力共進会に
向けての生育状況／男女共同参画推進センターのマン
パワー不足／女性相談者の緊急避難場所の設置／産婦
人科医による子宮頸がんワクチン勧奨／他

○山口　弘宣
市道の側溝蓋の設置および側溝整備／日岳公園の眺望
を良好にするための対応策／日岳公園付近に子どもの
遊び場づくりの検討／釜川内の旧最終処分場跡地の活
用策／市立保育園・幼稚園の今後の在り方／他

○松尾　祥秀
市道平ノ前横山線の改修と池の川水源の整備／大村湾
の水質改善／新庁舎建設計画の進捗状況／他

○村上　秀明
新庁舎建設に至った経緯、建設候補地の早期決定／未
来都市構想の進捗状況、構想策定後の取り組みに関す
る財政負担、ＳＤＧｓとの関連性／他

市政一般質問

答 　平成30年７月に策定した新庁舎建設基本
計画における概算事業費108億円については、

先行自治体の建設単価の平均44万円／㎡に消費税率
引き上げと建設関係経費の上昇を鑑み、50万円／㎡と
して算定している。また、その後の長崎市や川棚町など、
最新の九州管内の先行自治体の建設単価は平米当たり
約45万円から約47万円で、平均は約46万円／㎡となっ
ており、現状としては、基本計画の建設単価内に収まる
のではないかと判断している。今後、物
価の高騰等も予測しながら、できる限り
最短のスケジュールで新庁舎の完成を進
めていきたい。

　新型コロナウイルスの影響により、物価変動が起
こっていることもあり、さまざまなところに影響が生
じている。新庁舎の建設費用の見積もりが現段階で
108億円となっているようだが、この額からどのくら
いの変動があると見込んでいるのか尋ねる。

村上　秀明 議員

物価高騰による新庁舎建設
費用の増加について

行財政・一般



各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。

※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
※２月18日（金）の議会運営委員会で決定します。

令和４年３月定例会の予定

24日（木）10時
本会議（議案審議）・ 委員会（議案審査）
25日（金）10時
本会議（議案審議）

２月

１日（火）～３日（木）10時
本会議（市政一般質問）

4日（金）・7日（月）～９日（水）10時
委員会（議案審査）

10日（木）13時
委員会（議案審査）

16日（水）10時
本会議（議案審議）

3月

市議会だよりおおむら市議会だよりおおむら17 16

　経済建設委員会が、令和３年11月８日に大村
市漁協、大村市漁協松原支部、大村湾東部漁協
と市民と議会のつどいを開催しました。
　漁業の現況と課題について活発な意見交換
を行いました。いただいたご意見等は、今後の
議会活動の参考とさせていただきます。
　なお、総務・厚生文教委員会は令和４年１月
に関係市内団体との開催を予定しておりました
が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状
況を鑑み延期しております。

市内団体との市民と議会のつどい

「語ってみゅーか」を開催！

○山北　正久
選管の集計ミス問題／学校給食の完全無償化／シル
バー人材センター／使用済み紙おむつリサイクル／介
護人材の確保策／自転車活用のまちづくり／リカレン
ト教育の実践／インフルエンザ予防接種費用自己負担
額の軽減化／他

○晦日　房和
つながりサポート事業／新型コロナウイルスおよびそ
のワクチン／インフルエンザワクチン／子宮頸がんワ
クチン／コロナ下における不登校・いじめ／他

○小林　史政
自転車保険の加入促進／選挙管理委員会／新型コロナ
ウイルスによる影響／大村市内の史跡や記念碑等の管
理／シルバー人材センター／他

○吉田　博
若い世代の低い投票率に関する主権者教育／農業従事
者の減少と高齢化対策／赤字農業対策／安心安全な学
校給食と有機食材の導入／気候非常事態宣言／国道34
号拡幅対策／他

○伊川　京子
市民の負担軽減に「おくやみコーナー」の早期設置を
／人工透析治療に係る通院費助成／他

○古閑森　秀幸
市民環境行政、環境センター火災事故の原因究明と復
旧状況、出火原因の特定、復旧状況、復旧に要した費
用、可燃物の収集／コロナウイルス関連／他

○永山　真美
選挙公報の全戸配布、点字訳や音訳／つながりサポー
ト事業の継続と今／国保税の子どもの均等割の軽減／
気候非常事態宣言の発出／後の事業展開／他

○朝長　英美
本市の待機児童数とハード面・ソフト面での対策／三城保
育所／学校給食の内容や食事時間／競艇事業／観光行
政／農林土木における災害復旧工事に係る入札状況／他

○永尾　髙宣
竹松小学校の児童数増に伴う小学校設置／競艇事業の
市政への貢献および周辺整備／令和４年度ソフトボー
ル競技の全国高等学校男子選抜大会／大村湾での漁業
振興／他

○野島　進吾
三城保育所の移転等の方針／木場スマートＩＣ開通後
の旭が丘小付近の生活道路の安全整備／農業担い手づ
くり事業の推進／中山間地域等直接支払制度への支援
／コロナ禍による貧困化の状況と支援／他

○水上　享
農林行政／農福連携・荒廃農地の活用／教育行政／
GIGAスクール構想の効果と課題・不登校対策／水道
行政／水道施設の耐震対策・水需要予測／競艇事業／
賞金王決定戦レース開催に向けた取り組み／他

○高濵　広司
シルバー人材センターの活動状況／第21海軍航空廠の
歴史教育／競艇事業の歴史／自衛隊の歴史／日本国憲
法／集団的自衛権／他

○三浦　正司
防災マップの市民の評価と内容の充実度／本年度４月
以降に市が発令した避難情報と雲仙市土砂災害／危険
箇所に関する市民等の認識度／災害時人的被害を皆
無・局限する方策／他

○堀内　学
車椅子でも行ける店の大村市独自のサイト作成、障が
い者手帳アプリ「ミライロID」導入／大村湾の水質や
海底の改善に向けた取り組み／DXの推進、教育現場で
のDX活用の展望、電子黒板導入／他

○竹森　学
男性職員の育休取得推進／浸水深を表示する看板設置、
液体ミルクの備蓄／福重小学校建て替え計画の進捗、
通学路の安全対策／子宮頸がんワクチン接種個別通知
の効果／他

○光山　千絵
太陽光発電施設の問題点とその対策／ＰＦＩ導入の効
果、庁内での研究、ＰＦＩ導入に向けた市長の見解／
高齢者への最適な路線バス情報の提供、バスの乗り方
教室実施、互助活動としての移動支援／他

○中崎　秀紀
モーターボート競走事業収益基金活用・経済支援事業
の継続要望／重層的支援体制整備事業・ワンストップ
福祉相談窓口整備要望／新市庁舎建設・災害に強い庁
舎候補地選定／小中学校体育館のＬＥＤ化要望／他

○岩永　愼太郎
第５次大村市総合計画・後期基本計画／自然を生かし
た観光のまちづくり野岳湖公園リニューアル事業等／
多良山系登山道の安全対策と整備／市道似田ノ尾北ノ
川内線の復旧／市機構組織の見直し／他

○田中　秀和
企業誘致促進のためのさらなる優遇措置／新幹線、空
港を生かした移住推進／木材利用の促進を条件にした
住宅リフォーム助成制度／人口減少時代を見据えた長
期財政見通しと大型建設事業の規模再考／他

○城　幸太郎
鳥インフルエンザの防疫対策／全国和牛能力共進会に
向けての生育状況／男女共同参画推進センターのマン
パワー不足／女性相談者の緊急避難場所の設置／産婦
人科医による子宮頸がんワクチン勧奨／他

○山口　弘宣
市道の側溝蓋の設置および側溝整備／日岳公園の眺望
を良好にするための対応策／日岳公園付近に子どもの
遊び場づくりの検討／釜川内の旧最終処分場跡地の活
用策／市立保育園・幼稚園の今後の在り方／他

○松尾　祥秀
市道平ノ前横山線の改修と池の川水源の整備／大村湾
の水質改善／新庁舎建設計画の進捗状況／他

○村上　秀明
新庁舎建設に至った経緯、建設候補地の早期決定／未
来都市構想の進捗状況、構想策定後の取り組みに関す
る財政負担、ＳＤＧｓとの関連性／他

市政一般質問

答 　平成30年７月に策定した新庁舎建設基本
計画における概算事業費108億円については、

先行自治体の建設単価の平均44万円／㎡に消費税率
引き上げと建設関係経費の上昇を鑑み、50万円／㎡と
して算定している。また、その後の長崎市や川棚町など、
最新の九州管内の先行自治体の建設単価は平米当たり
約45万円から約47万円で、平均は約46万円／㎡となっ
ており、現状としては、基本計画の建設単価内に収まる
のではないかと判断している。今後、物
価の高騰等も予測しながら、できる限り
最短のスケジュールで新庁舎の完成を進
めていきたい。

　新型コロナウイルスの影響により、物価変動が起
こっていることもあり、さまざまなところに影響が生
じている。新庁舎の建設費用の見積もりが現段階で
108億円となっているようだが、この額からどのくら
いの変動があると見込んでいるのか尋ねる。

村上　秀明 議員

物価高騰による新庁舎建設
費用の増加について

行財政・一般
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広報委員会
●委員長 永山 真美　●副委員長 堀内 学
●委　員 光山 千絵　田中 博文　水上 享　朝長 英美　小林 史政
　　　　古閑森 秀幸　山口 弘宣

　世界的に猛威を振るう新型コロナウイルスの脅威が
続く中、三回目の年末を控えた11月30日から12月17
日までの18日間に、12月議会は開催をされました。そ
こで競艇企業局の名称が、ボートレース企業局という
名前に変わることが承認をされました。競艇企業局に
おかれては、これまでに市の一般会計への繰出総額も

780億円を超えるところとなり、市財政に対して多大な
る貢献をされてきたことは申すまでもなく、称賛に値
する周知の事実であります。その貢献度はグラフや数
字で、これまでにも本紙面において紹介されてきまし
たが、改めて市民の皆さま方により分かりやすく、例え
ば施設や建造物の写真を添えてご紹介させていただく
などできないものかと考えております。（まだ私一人の
思いですが…）

（田中　博文）

市議会だより編集後記

P4

3月

9月
6月

今回の定例会は

2月号2022
●市政一般質問 P5

　本市議会では、市政に関する重要な政策および課題等について、議員の共通認識を深め、議会の資質向上を図
るため、定期的に議員全員参加による「市政研究会」を開催しています。
　10月25日には、ミライon図書館から「地域社会における図書館の役割と可能性について」説明を受け、理解を
深めました。
　さらに11月24日には、大村市シルバー人材センターから「公益社団法人大村市シルバー人材センターの現状並
びに今後の活動方針について」説明を受け、理解を深めました。

市政研究会を開催しました

この広報紙は

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

可読性の良い書体
を使用しています。

12月

他の議会からの行政視察受け入れ一覧
　大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会から行政視察の受け入れを行って
います。令和3年11月から令和４年1月までの受け入れ状況は、下記のとおりです。（令和４年1月31日現在）

表紙の写真は、西九州新幹線開業を身近に感じてもらい、市民の機運醸成を図るため、11月28日に森園公園において大村市商工会議所青年部・大村市新幹線
アクションプラン推進協議会が共催したイベント「MORIZONO COLOR」の様子です。

10月25日市政研究会の様子 11月24日市政研究会の様子

月　日 議会名 委員会・会派名 人数 内　　容
11月10日 佐賀県鹿島市議会 総務建設環境委員会 7人 ごみ個別収集について

し尿汲み取り手数料について
12月17日 大阪府貝塚市議会 公明党議員団 3人 なんでんかんでんチャレンジ40助成金について

12月21日 宮城県岩沼市議会 建設産経常任委員会 7人 中小企業支援事業及びO-bizを活用した産業振興策
等について

12月21日 栃木県鹿沼市議会 希望 4人 ミライon図書館について

1月14日 岩手県久慈市議会 政風会
日本共産党久慈市議団 7人 図書館の運営について

歴史資料館の運営について


